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はじめに  

 

 こ れ ま で 、 本 市 は 行 政 経 営 の 基 軸 と し て 、 パ ー ト ナ ー シ ッ プ

行 政 の 推 進 及 び ク リ ス タ ル な 行 政 運 営 と と も に 、 行 財 政 改

革 を 図 っ て お り 、 平 成 １ １ 年 度 に は 財 政 改 革 計 画 を 策 定 し 、

厳 し い 状 況 の 中 、 市 民 の 皆 様 の 多 様 な ニ ー ズ に 応 え ら れ る

よ う 財 政 運 営 を 行 っ て ま い り ま し た 。  

 し か し 、 日 本 経 済 は バ ブ ル 崩 壊 以 後 、 長 期 の 経 済 低 迷

か ら 脱 却 す る こ と が で き な い こ と か ら 、 非 常 に 厳 し い 状 況 が 続

い て い ま す 。 本 市 も 、 市 税 収 入 の 減 少 な ど 直 接 的 な 影 響

を 受 け て お り 、 今 後 の 財 政 見 通 し で は ２ ０ ０ 億 円 超 の 一 般

財 源 不 足 に 陥 る 状 況 が あ り ま す 。 加 え て 、 国 や 県 に お い て

も 同 様 な 傾 向 が 現 れ 、 国 に お い て は 、 構 造 改 革 を 推 進 す る

た め の 「 三 位 一 体 の 改 革 」 、 県 に お い て は 「 財 政 再 建 プ ラ

ン 」 な ど の 改 革 に 取 り 組 ん で お り ま す 。  

 ま た 、 平 成 １ ２ 年 の 「 地 方 分 権 一 括 法 」 施 行 以 降 、 地 方

自 治 体 は 「 自 己 決 定 ・ 自 己 責 任 の 原 則 」 に 基 づ き 、 自 律

し た 地 方 自 治 体 へ の 変 革 が 求 め ら れ て い ま す 。 そ の た め 、 各

自 治 体 の 経 営 も 従 来 の 量 的 拡 大 か ら 質 的 充 実 に 移 行 し 、

横 並 び 意 識 か ら 自 治 体 と し て の ア イ デ ン テ ィ テ ィ ー （ 独 自

性 ） の 確 立 を 目 指 し 、 新 公 共 経 営 （ ニ ュ ー ・ パ ブ リ ッ ク ・ マ ネ

ジ メ ン ト ） と 呼 ば れ る 行 政 経 営 が 先 駆 的 な 自 治 体 に お い て

実 践 し 始 め ら れ て い ま す 。  

今 、 本 市 の 厳 し い 状 況 を 打 破 す る た め 、 筑 波 大 学 教 授

で あ る 古 川 俊 一 委 員 長 を 始 め と し て 専 門 家 ６ 名 を 招 聘 し 、

「 行 財 政 改 革 専 門 家 会 議 」 を 設 置 し 、 「 松 戸 市 の 転 換 に

向 け て 」 の 意 見 ・ 提 言 を い た だ く と 共 に 、 庁 内 の 「 行 財 政 改

革 推 進 本 部 」 に て 本 計 画 を 策 定 い た し ま し た 。  

 こ の 改 革 は 、 「 財 源 不 足 を 解 消 す る た め の “ 短 期 的 な 改

革 ” 」 と 「 構 造 的 な 転 換 を 図 る た め の “ 中 ・ 長 期 的 な 改

革 ” 」 の ２ つ の 柱 に よ り 、 今 後 ４ 年 間 の 行 財 政 改 革 を 進 め て

ま い り ま す 。 今 後 、 行 財 政 改 革 専 門 会 議 の 提 言 に も あ り ま

す 「 行 政 の 有 効 性 ・ 効 率 性 ・ 透 明 性 の 向 上 」 を 図 り 、 「 住

民 の 満 足 度 の 向 上 な ら び に 行 政 の 信 頼 度 の 向 上 」 に 努 め

て ま い り ま す の で 、 市 民 の 皆 様 の ご 理 解 と ご 協 力 を 心 か ら お

願 い 申 し 上 げ ま す 。  

 

平 成 １ ５ 年 １ ２ 月  

松 戸 市 長  川 井 敏 久  
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全体イメージ図  

 

 

 
地方自治体を取り巻く状況 本市の現状と課題

基本的な考え方

財源不足を解消するための
「短期的な改革」

構造的な転換を図るための
「中・長期的な改革」

改革の方向性

行政の有効性の向上 行政の効率性の向上 行政の透明性の向上

住民の満足度の向上 行政の信頼度の向上

①　財政状況の悪化
②　当面の財源不足の発生
③　従来の対応方法の限界

①　景気の低迷
②　地方分権の進展
③　構造改革の推進

行財政改革専門家会議の「意見・提言」を基軸

１．事業の再構築

２．総人件費の抑制

３．財政調整機能の発揮

１．効率的な市役所への変革

２．経営システムの確立と持続

３．住民が関与するまちづくり

進行管理・評価 立案・実施

推進体制と主な任務

行財政改革
推進会議

３つの「目標」

２つの「成果」

５つの「向上」を目指します！

２本柱
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Ⅰ 改革の方向性  
 
１ 地方自治体を取り巻く状況 
戦後５０年以上続いた社会・経済システムの構造は、右肩上がりの経済成長に支えら

れ、有効に機能してきましたが、社会・経済状況が長期的に停滞し、復活の兆しが本格

化しない今、新たな転換の道を模索しなければなりません。 
地方自治体においては、平成１２年４月から地方分権推進一括法が施行され、大き

な転換期を迎えました。今後の地方分権の本格的な進展に伴い、地方自治体には、ま

すます自己決定と自己責任に基づいた行政運営が求められています。そのため、新公

共経営（New Public Management ）*1 や官民パートナーシップ（Public Private 
Partnership）*2など新たな行政管理手法が脚光を浴び、国、地方を問わず、新たなシ
ステムづくりが積極的に模索されています。 
また、政府も経済を再生するために「経済財政運営と構造改革に関する基本方針（骨

太の方針）」*3に基づき、「官から民へ」「国から地方へ」の流れの中、「規制緩和」「税
制改正」「社会保障制度改正」などにより、「負担に値する質の高い小さな政府」を実

現するために構造的な転換を進めています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 本市の現状と課題 
 
１） 財政状況 
平成１１年度から実施した「財政改革計画」の成果により、約１２０億円の一般財源

の不足は解消され、財政調整基金には平成１２年度から約２７億の積み増しを行い、現

在高は４５億まで回復しています。また、各種財政指数の改善の兆しが見えています。 
最近の財政状況は、人件費・扶助費などの義務的経費が増大し、逆に投資的経費の減

少が著しく、歳入では大宗を占める市税収入が減少しています。 
 
 

＜解説＞ 
*1新公共経営（New Public Management） 
民間企業で活用されている経営理念や手法を、可能な限り公的部門へと適用すること

により、公共部門のマネジメント（経営管理）の革新を図ろうとする新しい公共経営

の総称。 
*2官民パートナーシップ（Public Private Partnership） 
 公的部門による社会資本の整備・運営を公共と民間の協力により効率化しようとい

う政策手法。同種の PFI に対し、より行政のかかわりを強めた手法。 
*3経済財政運営と構造改革に関する基本方針（骨太の方針） 
経済財政政策に関し、民間有識者の意見を政策形成に反映するために設置された「経

済財政諮問会議」により、平成１３年６月はじめて答申され、内閣が閣議決定し、政

府方針として取り組んでいる。以後、毎年実施されている。 
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＜歳入構造（一般財源：決算ベース）の推移＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜歳出構造（決算ベース）の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２） 今後の財政見通しと第２次実施計画の推進 
第２次実施計画策定時（平成１４年１２月）に平成１５年度～１９年度の５年間で約

２１６億円（約４３億／年）の一般財源の不足が生じることが明らかになりました。そ

の後、平成１５年度の当初予算編成を終え、改めて再推計をしたところ平成１６年度～

１９年度の４年間で約２２９億円（約５７億／年）の一般財源の不足が生じることが確

定しました。不足額が増加した主な要因は、歳入の減少と扶助費を始めとする経常的経

費の増加によるものです。 

（単位：百万円）

市税 地方特例
交付金

減税補
填債等
普通交
付税
臨時財政
対策債

特別
交付

平成元年 58,392 233 1,870 2,020 3,190 1,674 67,379
　　２年 61,817 260 2,078 3,392 5,003 2,433 74,983
　　３年 65,611 281 2,256 3,631 3,347 948 76,074
　　４年 68,602 2,052 300 2,496 2,694 3,337 458 79,939
　　５年 67,859 287 2,711 2,942 3,214 1,394 78,407
　　６年 63,570 6,300 295 2,729 3,184 3,991 313 80,382
　　７年 66,356 5,600 306 2,785 2,758 3,445 247 81,497
　　８年 66,958 6,490 959 343 2,854 2,088 3,019 230 82,941
　　９年 70,492 2,207 3,441 358 1,642 2,702 2,592 1,650 85,084
　１０年 68,108 3,154 5,508 420 992 5,460 2,922 154 86,718
　１１年 67,199 2,397 932 8,992 461 1,015 5,127 3,619 217 89,959
　１２年 65,250 3,000 1,082 9,332 500 1,035 6,756 2,950 160 90,065
　１３年 65,148 2,999 1,112 7,056 1,791 478 1,035 6,774 3,990 546 90,929
　１４年 64,993 2,994 1,080 6,850 3,800 465 1,040 4,629 3,711 94 89,656
＊各種交付金：利子割交付金、地方消費税交付金、ｺﾞﾙﾌ場利用税交付金、特別地方消費税交付金他
＊その他：繰入金、財産収入、諸収入他

年度
その他 計市税関連収入 地方交付税関連収入 地方譲

与税
各種交
付金
繰越金

（単位：百万円）

人件費 扶助費 公債費
平成元年 21,359 6,103 7,396 10,310 2,111 3,797 1,994 53,070 20,690 7,040 80,800
　　２年 22,968 6,349 8,001 11,308 2,473 4,771 2,045 57,915 31,476 8,178 97,569
　　３年 24,440 6,776 8,197 12,643 2,507 5,201 2,194 61,958 36,876 6,220 105,054
　　４年 25,720 7,510 8,865 14,242 2,524 5,563 2,839 67,263 45,965 7,217 120,445
　　５年 26,357 7,996 9,796 15,087 2,673 7,156 3,060 72,125 39,836 7,012 118,973
　　６年 27,864 8,690 11,037 15,208 2,232 7,508 3,707 76,246 29,675 4,801 110,722
　　７年 28,189 9,514 12,089 15,278 2,019 7,560 3,816 78,465 22,659 5,550 106,674
　　８年 29,245 9,989 13,156 16,129 1,841 7,411 4,128 81,899 18,118 6,032 106,049
　　９年 30,141 10,852 14,236 16,386 1,833 7,442 4,348 85,238 15,949 5,997 107,184
　１０年 31,024 11,773 15,746 17,398 1,803 7,074 4,555 89,373 15,935 6,149 111,457
　１１年 31,018 13,224 16,099 17,327 1,782 8,650 4,903 93,003 12,466 9,187 114,656
　１２年 30,869 11,308 15,890 17,578 1,778 6,414 5,718 89,555 11,107 7,869 108,531
　１３年 30,464 12,596 15,520 17,556 1,693 6,513 6,305 90,647 12,587 8,916 112,150
　１４年 30,773 14,264 15,292 17,714 1,380 5,847 6,686 91,956 10,186 7,541 109,683
＊経常的繰出他：経常的繰出金・経常的貸付金

維持補
修費
補助費
等

計投資的経
費年度

経常的経費 その他
義務的経費 物件費 経常的

繰出他
小計
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今後、第２次実施計画を始めとする事業を推進し、市政運営を継続的・安定的に進め

ていくためには、まず不足額の解消を図らなければなりません。 
 
＜一般財源見通し（平成１５年７月現在）＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜一般財源過不足＞ 
 
 
 
 
 
 
３） 従来の対応方法の限界 
 これまでも、市税収入などが減少する中、新たなニーズに対応して行くため、公共事

業などの投資的事業を先送りすることなどにより、必要不可欠な事業への予算配分を進

めてきました。 
 しかし、現在の社会・経済状況が継続し、国・県の構造改革が着実に実行され、また

今後とも市税などの歳入の減少が継続すれば、新たなニーズに対応していくことは不可

能であり、既存サービスさえ支えていくことが困難になります。 
もはや、これまでの既存の枠組みの中での見直しだけでは、限界に達しており、構造

的な転換を図らなければならないターニング・ポイントに来ています。 

（単位：千円）
ｈ１６ ｈ１７ ｈ１８ ｈ１９ 計

1 市税関連収入 64,447,000 65,408,000 64,362,000 64,524,000 258,741,000
① 市税 60,487,000 61,448,000 60,402,000 60,564,000 242,901,000
② 地方特例交付金 2,780,000 2,780,000 2,780,000 2,780,000 11,120,000
③ 市債（減税補填債） 1,180,000 1,180,000 1,180,000 1,180,000 4,720,000
2 地方交付税関連収入 10,450,000 10,450,000 10,450,000 10,450,000 41,800,000
① 普通交付税 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000 20,000,000
② 臨時財政対策債 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000 20,000,000
③ 特別交付税 450,000 450,000 450,000 450,000 1,800,000
3 地方譲与税 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 4,000,000
4 利子割交付金 400,000 400,000 400,000 400,000 1,600,000
5 地方消費税交付金 3,400,000 3,400,000 3,400,000 3,400,000 13,600,000
6 ゴルフ場利用税交付金 13,000 13,000 13,000 13,000 52,000
7 特別地方消費税交付金 0 0 0 0 0
8 自動車取得税交付金 700,000 700,000 700,000 700,000 2,800,000
9 繰越金 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 10,000,000

82,910,000 83,871,000 82,825,000 82,987,000 332,593,000
10 財政調整基金繰入金 0 0 0 0 0
11 その他繰入金 0 0 0 0 0
12 財産収入 10,000 10,000 10,000 10,000 40,000
13 諸収入 160,000 160,000 160,000 160,000 640,000
14 その他 0 0 0 0 0

170,000 170,000 170,000 170,000 680,000
83,080,000 84,041,000 82,995,000 83,157,000 333,273,000

注）決算ベースで積算

区分

小計１

小計２
合計

（単位：千円）
区分 ｈ１６ ｈ１７ ｈ１８ ｈ１９ 計

一般財源見通し 83,080,000 84,041,000 82,995,000 83,157,000 333,273,000
事業費見込み 88,043,246 88,729,815 89,193,254 90,254,114 356,220,429
過不足 -4,963,246 -4,688,815 -6,198,254 -7,097,114 -22,947,429 
*事業費見込み：平成15年11月現在（紙敷土地区画整理事業が今後４年間で完了する前提の事業費を算入）
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３ 基本的な考え方 
 第２次実施計画策定時の昨年末、平成１５年度～１９年度の５年間で約２１６億の一

般財源の不足に陥ることが予測されています。 
また、国庫補助負担金の廃止・縮減、税源移譲、地方交付税制度の見直しのいわゆる

国の「三位一体の改革」、千葉県の「行財政改革への取り組み」や市税収入の減少など本

市を取り巻く環境はますます厳しさを増しています。 
 少しでも財政的な体力がある今、積極的に改革に踏み出さなければなりません。「今な

ら間に合う」「今ならできる」とピンチをチャンスに転じるための取り組みを行います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜国の「三位一体の改革」の概要＞「基本方針２００３」より 

（平成１８年度までに達成することを前提としている） 

① 国庫補助負担金の改革  

▽「国庫補助負担金等整理合理化方針」での措置及びスケジュールに基づき事務事業

の見直しを行い、概ね4兆円程度を目途に廃止、縮減等を行う。  

② 地方交付税の改革  

▽補助事業の抑制  

▽地方財政計画計上人員を4万人以上純減  

 ▽投資的経費（単独）及び一般行政経費等（単独）の抑制・それに対応した算定方法

の簡素化及び段階補正の見直しほか  

 ▽不交付団体（市町村）の人口の割合を大幅に高める  

 ▽税源配分の見直し等に対して生じる財政力格差等の調整を図る  

③ 税源移譲を含む税源配分の見直し  

 ▽補助金の性格等を勘案しつつ8割程度を目安として移譲  

 ▽義務的経費は、効率化を図った上で全額を移譲  

▽課税自主権の拡大を図る 

＜千葉県の「行財政改革への取り組み（千葉県財政再建プラン）」の概要＞ 

中期的な財政見通し：平成１５～１７年度までの３年間で約３，６２０億円の財源不

足を解消するために策定 

① 歳出削減に向けた取り組み（目標額：１，４６０億円） 

 ▽内部管理的経費の削減：人件費の節減・職員給与の抑制・物件費の節減・職員の福

利厚生事業の見直し（目標額：６２０億円） 

 ▽投資的経費の削減：事業の重点化・県営住宅の市町村への移管など（目標額：４８

０億円） 

 ▽その他一般行政経費の削減：県単独任意補助金の廃止・競争入札・イベント開催の

見直し（目標額：３６０億円） 

② 歳入確保に向けた取り組み（目標額：２，１６０億円） 

 ▽県税収入の確保（目標額：３００億円） 

 ▽受益者負担の適正化（目標額：３０億円） 

 ▽未利用県有地の売却等（目標額：５０億円） 

 ▽減収補てん債・財政健全化債の発行等（目標額：１，７８０億円） 
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１） 策定に向けて 
策定に際しては、今後、市税収入の減少などにより想定される財源不足の解消もさる

ことながら、国・県の制度改正等にも対応していかなければ、平成２０年度以降、現状

より厳しい状況に陥ることは明らかです。 
今こそ、市役所全体の機能を最適化するために、まず市役所自身が自己変革を図る必

要があると考えています。 
そのために、「行財政改革専門家会議」を設置し、新たな行財政運営を実現するため

に必要な「意見・提言」をいただき、今回の行財政改革の基軸としています。 
 
２） プランの柱 
まず、先行的に取り組まなければならないことは、財源不足の解消であり、同時に厳

しさを増す環境に対応していくために市役所の構造的な転換を図る必要があります。 
 行財政改革専門家会議の意見・提言を踏まえ、「短期的な改革」と「中・長期的な改

革」を同時に取り組みます。 
 
財源不足を解消するための「短期的な改革」 
 財源不足を解消するために、個々の事業を検討し、小額の節約をはじめ、事業の見直

しなどの改善・改革を実現します。今後とも、さらなる改善・改革を積極的・継続的に

行います。 
 
構造的な転換を図るための「中・長期的な改革」 
今後、予測される環境変化に対応できるよう、早急に市役所の構造的な改革に取り組

み、新たな行財政基盤の確立を図ります。 
 
 財源不足を解消すると共に、構造的な転換を図り「５つの向上」を目指します 
 「３つの目標」 
 
 

 
 

を達成することにより、 
 
 「２つの成果」 
 

 
 

を実現していきます。 
 

３） 設定期間 
平成１６年度～１９年度の４年間を重点期間とします。 

行政の有効性の向上 
行政の効率性の向上 
行政の透明性の向上 

住民の満足度の向上 
行政の信頼度の向上 
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４） 策定体制 
① 庁内組織 
＜行財政改革推進本部＞ 
行財政改革の一層の推進と第２次実施計画の進捗を支援するために本部を設置（設

置要綱） 
本 部 長：助役 
副本部長：総務企画本部長・財務本部長 
本 部 員 ：収入役・教育長・市民環境本部長・健康福祉本部長・都市整備本部長 
 
＜行財政改革委員会＞ 
 行財政改革推進本部の下部組織として委員会を設置（設置要綱） 
委 員 長：財）企画管理室長 
副委員長：総）企画管理室長・人事課長・政策調整課長・財政課長 
委  員：市）企画管理室長・健）企画管理室長・都）企画管理室長・生）企画管理室

長・消）企画管理室長・病）企画管理室長 
 
② 外部機関 
 ＜松戸市行財政改革専門家会議＞ 
総合計画の着実なる進捗を支援すると共に、社会経済環境の変化に柔軟に対応できる

新たな行財政運営への転換を図るため、本市の行財政運営の問題・課題を審議し、市長

に提言する機関を設置（設置要綱） 
 委 員 長：古川俊一 筑波大学社会工学系教授 
副委員長：金子弘道 社）日本経済研究センター研究委員兼主任研究員 
 委  員：土屋晴行 公認会計士、不動産鑑定士、中小企業診断士 

松崎慈恵 流通経済大学経済学部経済学科助教授 
水田健輔 財）社会経済生産性本部経営革新部主任研究員 
吉武博通 筑波大学社会工学系教授兼企画調査室担当（前新日本製鐵(株)

光製鐵所総務部長） 
※敬称略・五十音順 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

策定体制

市長

行財政改革推進本部

行財政改革専門家会議

行財政改革委員会

各本部

提言
具申

立案 意見

指示資料提供

（庁内）

（外部機関）市民
意見
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Ⅱ 財源不足を解消するための「短期的な改革」  
 
 今後４年間の財源不足解消に向けて、行財政改革専門家会議の意見・提言を踏まえな

がら、事業の見直しなどの改善・改革を実現するための「３つの方策」に基づき、実現

可能性を考慮しつつ、改革を実施します。 
 

方策 項目 一般財源等 
削減目標額 

１） 事業方策の変更 
事業の実施方法等を変更し、効率を見直す 
２） 当面の目標の変更 
当面の目標を変更し、効果を見直す 
３） 事業目的の変更 
事業目的を変更し、効果・効率を見直す 
４） 資産の有効活用 
資産を有効利用し、売却を推進する 

１．事業の再構築 

５） その他（経費・コストの縮減） 

約１１２億円 

１） 人件費の見直し 
職員手当等の見直しを図り、一人当たりの

単価を引き下げる 

２．総人件費の抑制 

２） 事業の合理化 
業務委託などによる職員数を削減する 

約 ４８億円 

１） 基金の活用 
基金を活用し、財源を補填する 

３．財政調整機能の

発揮 
２） 予算編成による全体調整 
全体調整の中で柔軟な配分を実施する 

約 ７０億円 

 
また、政府の三位一体の改革や県の行財政改革に迅速に対応を図っていくために、さ

らなる改善・改革を積極的・継続的に取り組みます。 
 
＜改革を支えるための仕組みの構築＞ 
 総合計画・評価システム・予算編成などを一体的に推進するために、新たな「情報シ

ステム」を構築します。 
 
 
 
 
 
 
 

＜補足説明＞ 
一 般 財 源：財源の使途が特定されず、どのような経費にも使用することができるもの。 
一般財源等：一般財源の他に使途が限定される財源の一部を含む。 
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＜集計表＞ 
 
 
 
 
 
 
 

一般財源等への影響 （単位：千円）
ｈ１６ ｈ１７ ｈ１８ ｈ１９ 計 事業数

歳入 33,919 33,919 33,919 33,919 135,676 1
歳出 -660,879 -1,071,703 -1,017,751 -1,052,231 -3,802,564 30
小計 -694,798 -1,105,622 -1,051,670 -1,086,150 -3,938,240 31
歳入 405,925 469,349 530,158 592,067 1,997,499 5
歳出 -402,966 -349,004 -598,388 -504,898 -1,855,256 19
小計 -808,891 -818,353 -1,128,546 -1,096,965 -3,852,755 24
歳入 0 0 0 0 0 0
歳出 0 -24,000 -24,000 -24,000 -72,000 1
小計 0 -24,000 -24,000 -24,000 -72,000 1
歳入 241,626 765,646 369,445 253,250 1,629,967 5
歳出 0 0 0 0 0 0
小計 -241,626 -765,646 -369,445 -253,250 -1,629,967 5
歳入 0 0 0 0 0 0
歳出 -405,458 -424,414 -425,864 -424,126 -1,679,862 7
小計 -405,458 -424,414 -425,864 -424,126 -1,679,862 7
歳入 681,470 1,268,914 933,522 879,236 3,763,142 11
歳出 -1,469,303 -1,869,121 -2,066,003 -2,005,255 -7,409,682 57
小計 -2,150,773 -3,138,035 -2,999,525 -2,884,491 -11,172,824 68
歳入 0 0 0 0 0 0
歳出 -450,000 -450,000 -450,000 -450,000 -1,800,000 1
小計 -450,000 -450,000 -450,000 -450,000 -1,800,000 1
歳入 0 0 0 0 0 0
歳出 -180,180 -723,783 -953,227 -1,108,032 -2,965,222 1
小計 -180,180 -723,783 -953,227 -1,108,032 -2,965,222 1
歳入 0 0 0 0 0 0
歳出 -630,180 -1,173,783 -1,403,227 -1,558,032 -4,765,222 2
小計 -630,180 -1,173,783 -1,403,227 -1,558,032 -4,765,222 2
歳入 2,058,000 253,000 1,671,000 2,531,000 6,513,000 1
歳出 0 0 0 0 0 0
小計 -2,058,000 -253,000 -1,671,000 -2,531,000 -6,513,000 1
歳入 0 0 0 0 0 0
歳出 -124,293 -123,997 -124,502 -123,591 -496,383 1
小計 -124,293 -123,997 -124,502 -123,591 -496,383 1
歳入 2,058,000 253,000 1,671,000 2,531,000 6,513,000 1
歳出 -124,293 -123,997 -124,502 -123,591 -496,383 1
小計 -2,182,293 -376,997 -1,795,502 -2,654,591 -7,009,383 2
歳入 2,739,470 1,521,914 2,604,522 3,410,236 10,276,142 12
歳出 -2,223,776 -3,166,901 -3,593,732 -3,686,878 -12,671,287 60
小計 -4,963,246 -4,688,815 -6,198,254 -7,097,114 -22,947,429 72

区分
事
業
の
再
構
築

事業方策
の変更

当面の目
標の変更

事業目的
の変更

資産の有
効活用

その他

中計

総
人
件
費
の
抑
制

人件費の
見直し

事業の合
理化

中計

合計

財
政
調
整
機
能
の
発
揮

基金の活
用

予算編成
による全
体調整

中計
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１ 事業の再構築 
１） 事業方策の変更 →３１事業・約３９億円（詳細：ｐ２１） 
№ 事業名 概要 所管 
１ 各種緊急要望等の迅速対応 実施方法（委託事業）の見直し すぐやる課 
２ 平和事業 実施方法の見直し 総）総務課 
３ 在職（者）の管理事業 実施方法の見直し 人事課 
４ 広報まつど発行事業 広報まつどの発行・ページ数の見

直し 
広報課 

５ 情報セキュリティー事業 実施方法（内部策定）の見直し 
６ 庁内情報システム構築事業 システムの最適化による再構築 

ＩＴ推進課 

７ 放置自転車対策事業 実施方法（公共用地の活用）の見

直し 
安全課 

８ 中小企業融資事業 実施方法（新たな支援方法の構築）

の見直し 
９ 共同施設設置事業 実施方法（事業規模の縮小）の見

直し 

商工観光課 

１０ 工場、事業場の排水に係る
規制指導事業 

実施方法（検査回数）の見直し 環境保全課 

１１ 塵芥焼却処理施設管理事業 実施方法（各種委託）の見直し 環境担当部 
１２ リサイクルシステム整備事
業 

実施方法（各種委託）の見直し 日暮クリーン
センター 

１３ 病院事業負担金・出資金事
業 

病院の経営努力により、繰出額を

抑制する 
健）企画管理室 

１４ 老人保健施設整備事業 整備補助金の廃止 
１５ 老人福祉施設整備事業 整備補助金の一部を廃止 

高齢者福祉課 

１６ 中央在宅介護支援センター
事業 

在宅介護支援センターネットワー

クの見直し 
介護支援課 

１７ 難病者援護事業 実施方法（支給基準・新たな方策）

の見直し 
１８ 身体障害者補装具給付事業 支給基準の見直し 

障害福祉課 

１９ 鉄道エレベータ等設置事業 実施方法（事業内容等）の見直し 都市計画課 
２０ 水辺の修景整備事業 実施方法（事業規模の縮小等）の

見直し 
２１ 治水施設の整備 実施方法（事業規模の縮小等）の

見直し 

河川清流課 

２２ 消防局管理事業 実施方法（被服・研修等）の見直

し 
２３ 消防団管理事業 実施方法（負担金）の見直し 

消）企画管理室 

２４ 消火栓整備事業 実施方法（件数）の見直し 警防課 



 

-12- 

№ 事業名 概要 所管 
２５ 救急高度化対応隊員養成事
業 

実施方法（費用負担）の見直し 救急防災課 

２６ 教育行財政運営の効率化 必要に応じた教育資源の有効活用
を図る 

２７ 教育運営の効率化及び社会
教育施設の管理運営 

実施方法（委託）の見直し 

２８ 社会教育施設維持管理（清
掃）事業 

実施方法（委託）の見直し 

生）企画管理室 

２９ 美術文化の基盤整備事業 実施方法（回数）の見直し 社会教育課 
３０ 学童結核検診事業 実施方法（制度改正に対応）の見

直し 
保健体育課 

３１ 公共施設使用料の減免の見
直し 

実施方法を含め基準の見直し 関係課等*1 

*1：女性センター、市民センター（１７ヵ所）、勤労会館、北山市民会館、健康福祉会館、
文化会館、市民劇場、文化ホール、市民会館、青少年会館、松雲亭他 

 
２） 当面の目標の変更 →２４事業・約３９億円（詳細：ｐ３８） 
№ 事業名 概要 所管 
３２ 人材（職員）の管理 人事システム構築計画（実施時期）

の見直し 
人事課 

３３ 契約システム事業 計画（実施時期）の見直し 契約課 
３４ 市税徴収事業 収納強化策の実現による収納率の

向上 
税務担当部 

３５ 国民健康保険料収納事業 収納強化策の実現による収納率の
向上 

保険課 

３６ 保育料見直し事業 保育料徴収基準額の見直し 
３７ 保育料収納事業 収納強化策の実現による収納率の

向上 

保育課 

３８ 八柱駅南口駅前広場歩行者
快適化事業 

計画（実施時期）の見直し 

３９ 交通バリアフリー推進事業 計画（実施時期）の見直し 

都）企画管理室 

４０ 松戸市基準点測量整備事業 計画（実施時期）の見直し 都市計画課 
４１ 市街地再開発推進事業 計画（実施時期）の見直し 都市整備課 
４２ 市営住宅維持管理事業 計画（実施時期）の見直し 住宅課 
４３ 狭隘道路拡幅整備事業 計画（実施時期）の見直し 建築指導課 
４４ 矢切地区斜面緑地保全事業 計画（実施時期）の見直し みどりと花の

課 
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№ 事業名 概要 所管 
４５ 街区公園整備事業 計画（実施時期）の見直し 
４６ 地域公園整備事業 計画（実施時期）の見直し 

公園緑地課 

４７ 道路維持管理事業（改修・
舗装） 

計画（実施時期）の見直し 

４８ 都市計画道路（新設・拡幅）
事業 

計画（実施時期）の見直し 

道づくり課 

４９ 水辺拠点の整備・連絡事業 計画（実施時期）の見直し 
５０ 河川浄化施設の設置事業 計画（実施時期）の見直し 
５１ 河川用水の導水 計画（実施時期）の見直し 

河川清流課 

５２ 下水道使用料収納事業 収納強化策の実現による収納率の

向上 
下水道普及課 

５３ 消防車両等の整備 計画（実施時期）の見直し 警防課 
５４ 指令管制システム管理事業 計画（実施時期）の見直し 指令課 
５５ 学校大規模耐震事業 計画（実施時期）の見直し 教育施設課 

 
３） 事業目的の変更 →１事業・約１億円（詳細：ｐ５２） 
№ 事業名 概要 所管 
５６ 市民センター（浴室）事業 新たな活用方策の検討 市民担当部 

 
４） 資産の有効活用 →５事業・約１６億円（詳細：ｐ５３） 
№ 分類 所在等 所管課 
５７ 職員住宅（廃止）
の売却 

・五香・５６０１．８２㎡ 人事課 

５８ 公共施設跡地
（４箇所）の売

却 

・消防署跡地（五香・６８３．８８㎡） 
・市営住宅跡地（胡録台・１１３３．５４㎡） 
・林間学校跡地（軽井沢・１１６０２．７９㎡） 
・教職員住宅跡地（新松戸北・１１５１．１５㎡） 

管財課 

・寄付地（八ヶ崎・５２２．２１㎡） 
・保留地（幸田・１２６４．３１㎡） 
・寄付地（那須・７８４５．５㎡）２箇所 

管財課 

・道路残地（胡録台・３８０．３５㎡）６箇所 道づくり課 

５９ 未利用財産（１
１箇所）の売却 

・病院財産（千駄堀・４１０㎡） 病院事業 
・環境業務課分室（緑ヶ丘・８１２．０４㎡） 環境業務課 
・環境保全課分室（八ヶ崎・３０５．７３㎡） 環境保全課 
・資材置場（馬橋・７７０㎡） 道づくり課 

６０ 現場事務所など
移転（４箇所）

に伴う売却 
・道路維持課分室（緑ヶ丘・１４８．６２㎡） 道路維持課 
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№ 分類 所在等 所管課 
６１ 雨水幹線残地
（６箇所）の売

却 

・二ツ木（新松戸・８６㎡） 
・前田川（中和倉・３２３．１７㎡）４箇所 
・東部（五香西・７７㎡） 

下水道普及

課 

 
５） その他（経費・コストの縮減） →７事業・約１７億円（詳細：ｐ５６） 
№ 本部 概要 
６２ 総務企画本部 
６３ 財務本部 
６４ 市民環境本部 
６５ 健康福祉本部 
６６ 都市整備本部 
６７ 消防局 
６８ 生涯学習本部 

本部内各事業の見直し 
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２ 総人件費の抑制（詳細：ｐ５９） 
１） 人件費の見直し →約１８億円 
№ 概要 
６９ 各種手当等の見直し 

 
２） 事業の合理化 →約３０億円 
№ 概要 
７０ 事業の委託化等（定数削減目標：約２３０人） 

 
（平成１６年度実施予定） 
z 広報編集業務委託 
z 公用車管理・運転業務委託 
z 庁舎案内業務委託 
z 福祉公社への委託・職員派遣の見直し 
z 北山会館業務委託 
z 小学校の調理業務委託 

 
（平成１７年度以降実施予定） 
z 職員福利厚生業務委託 
z 公立保育所業務委託 
z のぞみ学園業務委託 
z 生きがい福祉事業団への委託・職員派遣の見直し 
z 学校事務員、用務員の業務の標準化・効率化 

 
（その他） 
z その他（業務見直し等による削減） 
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３ 財政調整機能の発揮（詳細：ｐ６０） 
１） 基金の活用→約６５億円 
「財政調整基金」「土地開発基金の現金部分」を活用し、財源の補填を行います。 
 
 
 
 
 
№ 概要 所管課 
７１ 財政調整基金・土地開発基金の活用 財）企画管理室 

 
２） 予算編成による全体調整→約５億円 
各年の予算編成過程において、共通的な項目を見直すなどの全体調整により、不足

額の解消を図ります。（公債費の管理を含む。） 
№ 概要 所管課 
７２ 予算編成による全体調整の実施 財政課 

 
 
 
４ 展開方向 
 
 
 
 
 
 

Ｎ年度以降の過不

足（見込み）に対
応策の策定

Ｎ年度予算編成・
当初予算の決定

Ｎ年度以降の税収
見込み推計

Ｎ年度以降の一般
財源見込み（推計）

Ｎ年度以降の事業

費（一般財源）見
込み推計

Ｎ年度行財政改
革計画の評価

（Ｎ+1）年度

繰返し
Ｎ年度一般財源枠
の設定（本部別）

Ｎ年度以降行財

政改革計画と追
加案

（単位：千円）
区分

財政調整基金 平成１４年度末
土地開発基金 4,800,000 うち現金 1,999,503 平成１４年度末
計 9,314,493 うち現金 6,513,996

現在高
4,514,493
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Ⅲ 構造的な転換を図るための「中・長期的な改革」  
１ 基本的な考え方 
「短期的な改革」では、現行制度の中で当面予測される財源不足の解消を主眼として

おりますが、今後予測される市税収入の減少や「三位一体の改革」による財源の減少に

積極的に対応するためには、速やかに構造的な転換を図る必要があります。 
行財政改革専門家会議の提言にある「今後、取り組むべきもの」を実現するために、

今後４年間で積極的に取り組み、社会・経済状況の変化に柔軟に対応できる新たな行財

政基盤の確立を図るための改革を実現します。 
 
行財政改革専門家会議「提言」＜今後取り組むべきもの＞ 
方策 基本的な方向 検討項目 

市役所の役割の明確化 行政の役割の再設定（守備範囲の段階的な見直
し） 
サービスの重点化・適正化 
ベンチマーク*1を活用したコストの適正化 
行政サービスの民間市場への開放 

コストを意識した行財政

運営 

アウトソーシング*2 などによる行政のスリム
化 
受益と負担の明確化・適正化 
収納率の向上 

効率的な市役

所への変革 

受益と負担の明確化 

資産の有効利用と売却の推進 
トップダウン、ボトムアップの提案の仕組み 
総合計画を始め各種計画を成果指向に転換 
財源状況に応じた事業の優先順位化、成果重視

の予算編成 
機能的な組織への再構築 

経営システムの確立 
① 計画を成果指向に転換 
② 柔軟な予算制度の構築 
③ 機能的な組織の構築 
④ 情報の集約とＩＴ技術

の活用 経営情報の一元化・共有化 
学習する体質・風土への転換 

経営システム

の確立と持続 

組織体質と人材の強化 
① 組織体質の転換 
② 人材の強化 

能力を引き出す制度の導入（ポストの公募、プ

ロジェクトへの選任） 
インターネットなどによる情報の積極的な提

供 
住民への積極的な情報公

開 
住民との議論の場の確立 
住民の声に対応する仕組みの充実・強化（苦情

窓口の一本化、情報化） 
住民への迅速な対応 

対応手続きや対応時間の標準化 
パブリック・コメント*3、パブリック・インボ
ルブメント*4の導入 

住民が関与す

るまちづくり 

住民の関与する機会の確

立 
補助金等の第三者機関による審査 



 

-18- 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜今後、立案・実施を検討する項目＞ 
№ 方策 基本的な方向 
７３ 効率的な市役所への変革 １．市役所の役割の明確化 

２．コストを意識した行財政運営 
３．受益と負担の明確化 

７４ 経営システムの確立と持続 １．経営システムの確立 
① 計画を成果指向に転換 
② 柔軟な予算制度の構築 
③ 機能的な組織の構築 
④ 情報の集約とＩＴ技術の活用 
２．組織体質と人材の強化 
① 組織体質の転換 
② 人材の強化 

７５ 住民が関与するまちづくり １．住民への積極的な情報公開 
２．住民への迅速な対応 
３．住民の関与する機会の確立 

 
同時に、「市役所と職員の意識改革」と「継続的な改善・改革運動の定着化」を実現し

ます。 
 
 
２ 展開方向 
 
 

＜解説＞ 
*1ベンチマーク 比較検討するための指標 
*2アウトソーシング 事業や業務の一部・全部を外部機関に任せる委託などの総称 
*3パブリック・コメント 施策立案過程において、検討段階の案を公表し、広く意見を
求め、意思決定の参考にしていく制度 
*4パブリック・インボルブメント 施策立案過程の当初の段階で、広く意見を求め、そ
の内容を調査・分析した上で、施策案の検討を進める制度 

方策等の現状把握 今後の方向性の検討・優先順位化 方策の立案・実施
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Ⅳ 推進体制  
 
１ 推進体制 
 この改革を推進するために、新たに「行財政改革推進会議」を設置します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 主な任務 
 新たに設置する「行財政改革推進会議」の主な役割は、次のとおりです。 
 ① 「短期的な改革」の進行管理・評価を行い、財源や事業見通しに基づき、各年度

の対応方針を策定する。 
 ② 「中・長期的な改革」を実現するために、行財政改革専門家会議「提言」を実現

するための施策の立案・実施を行い、また、職員の意識改革や継続的な改善・改

革運動の定着化を図る。 
 ③ 行財政改革計画の進捗状況の公表や改革に対する意見募集を適時行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

市長

経営会議

議長：助役

副議長：総務企画本部長・財務本部長

各企画管理室（８本部）
人事課長・政策調整課長・財政課長等

※議長が指名する職員

各本部

市長

財源不足を解消するための「短期的な改革」

各本部

構造的な転換を図るための「中・長期的な改革」

進行管理 評価 各年度の対応方針等の検討

行財政改革専門家会議「提言」
の実現に向けての立案・実施

市役所と職員の意識改革
継続的な改善・改革運動
の定着化



 

 

＜参考資料＞ 
 
Ⅴ 財源不足を解消するための「短期的な改革」詳細 

 
 Ⅵ 松戸市行財政改革専門家会議（概要・提言） 
 

 Ⅶ 市民からの「意見募集」結果等 
 
Ⅷ 策定経過 

 
 Ⅸ その他 
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Ⅴ 財源不足を解消するための「短期的な改革」詳細  

 １ 事業の再構築 

  １）事業方策の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ 37,446 23,113 -14,333

ｈ１７ 39,714 25,085 -14,629

ｈ１８ 37,448 23,376 -14,072

ｈ１９ 37,448 23,758 -13,690

計 152,056 95,332 -56,724

ｈ１６ 37,446 23,113 -14,333

ｈ１７ 39,714 25,085 -14,629

ｈ１８ 37,448 23,376 -14,072

ｈ１９ 37,448 23,758 -13,690

計 152,056 95,332 -56,724

ｈ１６ 774 339 -435

ｈ１７ 847 391 -456

ｈ１８ 795 339 -456

ｈ１９ 2,306 1,221 -1,085

計 4,722 2,290 -2,432

ｈ１６ 740 305 -435

ｈ１７ 813 357 -456

ｈ１８ 761 305 -456

ｈ１９ 2,272 1,187 -1,085

計 4,586 2,154 -2,432

2

一
般
財
源
等

事
業
費

一
般
財
源
等

1

事
業
費

各種緊急要
望等の迅速
対応

す
ぐ
や
る
課

市民から寄せられ
る危険・不快を伴
う緊急要望に対応
している。
また、車両巡回時
に発見した危険・
不快箇所の事前回
避を行っている。

各種緊急要望等の
中で、技術的に特
殊性をもつものに
ついて、委託業者
に処理をさせてい
るが、近年におけ
る都市基盤整備の
進展により土木関
係要望が減少傾向
にあることから、
その委託業務体制
を従来の常駐によ
る日額単価契約か
ら業務実働による
時間単価契約への
見直しを図る。

平和事業

 
総
務
企
画
本
部
　
総
務
課

市民の平和意識の醸
成と高揚を図ること
を目的として、昭和
６０年３月の「世界
平和都市宣言」の趣
旨に則った具体的な
施策として事業を展
開している。

＜主な事業＞
・平和啓発用品配布
　事業
・平和パネル･ポス
　ター展
・平和短歌･俳句･川
　柳募集
・戦時中の食事体験
　講座
・平和人形劇公演
・平和バスツアー
・平和プラネタリウ
　ム鑑賞会
・平和ビデオライブ
　ラリー

財政事情及び平和基
金の果実（利子）等
を勘案し、引き続き
市民の平和意識の高
揚と啓発を図るため
事業全体の見直しを
図った。

・「世界平和年宣
　言」を多くの市民
　に知っていただく
　ために実施してい
　た啓発用品配布事
　業を平成１６年度
　より廃止し、他の
　手段により周知を
　図る。
・平和バスツアーに
　ついて、バス借上
　げを委託から市所
　有のバス活用に変
　更。
・平和ビデオの購入
　本数を削減。
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ 351,941 339,083 -12,858

ｈ１７ 351,941 333,261 -18,680

ｈ１８ 351,941 332,460 -19,481

ｈ１９ 351,941 331,258 -20,683

計 1,407,764 1,336,062 -71,702

ｈ１６ 350,535 337,677 -12,858

ｈ１７ 350,535 333,261 -17,274

ｈ１８ 350,535 332,460 -18,075

ｈ１９ 350,535 331,258 -19,277

計 1,402,140 1,334,656 -67,484

ｈ１６ 113,305 99,016 -14,289

ｈ１７ 113,305 99,016 -14,289

ｈ１８ 113,305 99,016 -14,289

ｈ１９ 113,305 99,016 -14,289

計 453,220 396,064 -57,156

ｈ１６ 113,305 99,016 -14,289

ｈ１７ 113,305 99,016 -14,289

ｈ１８ 113,305 99,016 -14,289

ｈ１９ 113,305 99,016 -14,289

計 453,220 396,064 -57,156

3

4

一
般
財
源
等

事
業
費

一
般
財
源
等

事
業
費

在職（者）
の管理事業

 
人
事
課

職員の円滑な職務
遂行を図るための
諸施策を展開。

＜主な見直し項目＞

①職員共済組合交
   付金について職
   員数の将来推計
   に沿って交付額
   を削減する。
②職員寮について
   平成17年度を目
   途に廃止する。
③その他職員健康
   診断・貸与被服
   等について経費
   の見直しをす
   る。

広報まつど
発行事業

 
広
報
課

市民への情報提供
サービスの媒体と
して、「広報まつ
ど」を月３回発行
している。（月間
…タブロイド判８
ページ×２回、４
ページ×１回…月
間２０ページ・年
間２４０ページ）

「広報まつど」の
発行を月２回にす
る。地域版(１５日
号)を廃止する。
（月間…タブロイ
ド判８ページ×２
回を主体に、年間
２４回のうち６回
を１２ページ発
行）…月間18ペー
ジ・年間216ペー
ジ
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ 5,000 0 -5,000

ｈ１７ 5,000 0 -5,000

ｈ１８ 5,000 0 -5,000

ｈ１９ 5,000 0 -5,000

計 20,000 0 -20,000

ｈ１６ 5,000 0 -5,000

ｈ１７ 5,000 0 -5,000

ｈ１８ 5,000 0 -5,000

ｈ１９ 5,000 0 -5,000

計 20,000 0 -20,000

ｈ１６ 778,635 782,321 3,686

ｈ１７ 778,635 746,416 -32,219

ｈ１８ 778,635 737,458 -41,177

ｈ１９ 778,635 737,458 -41,177

計 3,114,540 3,003,653 -110,887

ｈ１６ 778,635 782,321 3,686

ｈ１７ 778,635 746,416 -32,219

ｈ１８ 778,635 737,458 -41,177

ｈ１９ 778,635 737,458 -41,177

計 3,114,540 3,003,653 -110,887

5

6

一
般
財
源
等

事
業
費

一
般
財
源
等

事
業
費

情報セキュ
リティー事
業

 
Ｉ
Ｔ
推
進
課

情報セキュリティ
対策の定期的な見
直しを図るため、
情報セキュリティ
ポリシーの策定
（平成１５年度）
にとどまらず、外
部専門家による監
査を実施する。

情報セキュリティ
を確保するため、
情報セキュリティ
ポリシーを確立
し、当面、その着
実な運用に努め
る。

庁内情報シ
ステム構築
事業

 
Ｉ
Ｔ
推
進
課

①既設サーバシステ
   ムの運用やパソコ
   ンの設置を推進す
   る。
②ホストコンピュー
   タやサーバを利用
   したシステム化に
   より業務を安定か
   つ効率的に行う。
③庁内ネットワーク
   と外部のネットワ
   ークを接続し情報
   の相互送信を行
   う。

①電算関係消耗品等
   の削減を図る。
②ホストコンピュー
   タシステム等の最
   適化により合理化
   を図る。
③広域ネットワーク
    （WAN）の整備
   により合理化を
   図る。
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ 130,310 111,666 -18,644

ｈ１７ 130,310 106,108 -24,202

ｈ１８ 130,310 102,826 -27,484

ｈ１９ 130,310 99,678 -30,632

計 521,240 420,278 -100,962

ｈ１６ 98,687 80,043 -18,644

ｈ１７ 98,687 74,485 -24,202

ｈ１８ 98,687 71,203 -27,484

ｈ１９ 98,687 68,055 -30,632

計 394,748 293,786 -100,962

ｈ１６ 1,105,206 1,025,394 -79,812

ｈ１７ 205,206 115,394 -89,812

ｈ１８ 205,206 105,394 -99,812

ｈ１９ 205,206 95,394 -109,812

計 1,720,824 1,341,576 -379,248

ｈ１６ 153,624 73,812 -79,812

ｈ１７ 153,624 63,812 -89,812

ｈ１８ 153,624 53,812 -99,812

ｈ１９ 153,624 43,812 -109,812

計 614,496 235,248 -379,248

7

8

一
般
財
源
等

事
業
費

一
般
財
源
等

事
業
費

中小企業融
資事業

 
商
工
観
光
課

事業資金が必要な
事業者に対する融
資制度を行ってき
たが、平成１５年
４月１日から千葉
県の財政難により
市町村制度融資分
の損失てん補制度
を廃止したため、
千葉県信用保証協
会からの保証が得
られなくなり事業
が凍結状態となっ
ている。

融資制度が事実上
凍結状態になって
いるため、中小企
業者への新たな支
援対策の実施を予
定し、凍結状態に
ある融資制度の預
託金及び利子補給
額を減額する。

放置自転車
対策事業

 
安
全
課

現在、放置自転車
の移送保管場所６
箇所の内４箇所に
ついて民間の借地
により対応してい
る。

今後、できるだけ
借地をやめ、公共
施設、公共用地等
を活用することに
より、経費の削減
を図る。また、新
松戸第2自転車保管
所を返還し、経費
を削減する。
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ 36,561 31,374 -5,187

ｈ１７ 36,561 31,374 -5,187

ｈ１８ 36,561 31,374 -5,187

ｈ１９ 36,561 31,374 -5,187

計 146,244 125,496 -20,748

ｈ１６ 34,561 29,374 -5,187

ｈ１７ 34,561 29,374 -5,187

ｈ１８ 34,561 29,374 -5,187

ｈ１９ 34,561 29,374 -5,187

計 138,244 117,496 -20,748

ｈ１６ 15,494 11,851 -3,643

ｈ１７ 14,896 11,851 -3,045

ｈ１８ 14,258 11,851 -2,407

ｈ１９ 14,783 11,851 -2,932

計 59,431 47,404 -12,027

ｈ１６ 15,494 11,851 -3,643

ｈ１７ 14,896 11,851 -3,045

ｈ１８ 14,258 11,851 -2,407

ｈ１９ 14,783 11,851 -2,932

計 59,431 47,404 -12,027

10

9

一
般
財
源
等

事
業
費

一
般
財
源
等

事
業
費

共同施設設
置事業

 
商
工
観
光
課

街路灯、アーチな
どの設置、維持費
等に対し補助を行
い、活気ある商店
街の環境整備を図
る。

松戸駅西口のアー
ケード撤去につい
ては、平成１５年
度をもって撤去が
完了するので、計
画の見直しにより
平成１６年度以降
毎年５，１８７千
円、合計２０，７
４８千円の削減を
する。

工場、事業
場の排水に
係る規制指
導事業

 
環
境
保
全
課

公害規制対策事業
として、工場廃水
等の水質検査を
行っている。
オイルフェンスご
み回収は、６月か
ら１０月まで現在
週３回、その他は
週２回行ってい
る。

工場廃水等の水質
検査検体のうち、
総水銀及びノルマ
ルヘキサン抽出物
質について今まで
検査を行ってきた
が、特に問題が出
ていないので検査
検体数を減らすこ
とにより、平成16
年度以降毎年117
千円を削減する。
オイルフェンスご
み回収は、６月と
１０月の週３回を
２回に減らし、全
体で１０回、回数
を減らすことによ
り、平成16年度以
降毎年714千円等
を削減する。
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 （単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ 1,612,182 1,576,848 -35,334

ｈ１７ 1,612,182 1,577,354 -34,828

ｈ１８ 1,612,182 1,576,848 -35,334

ｈ１９ 1,612,182 1,577,354 -34,828

計 6,448,728 6,308,404 -140,324

ｈ１６ 1,516,858 1,481,523 -35,335

ｈ１７ 1,516,858 1,482,029 -34,829

ｈ１８ 1,516,858 1,481,523 -35,335

ｈ１９ 1,516,858 1,482,029 -34,829

計 6,067,432 5,927,104 -140,328

ｈ１６ 872,996 849,388 -23,608

ｈ１７ 872,996 849,388 -23,608

ｈ１８ 872,996 849,388 -23,608

ｈ１９ 872,996 849,388 -23,608

計 3,491,984 3,397,552 -94,432

ｈ１６ 814,134 790,886 -23,248

ｈ１７ 814,134 790,886 -23,248

ｈ１８ 814,134 790,886 -23,248

ｈ１９ 814,134 790,886 -23,248

計 3,256,536 3,163,544 -92,992

11

12

一
般
財
源
等

事
業
費

一
般
財
源
等

事
業
費

塵芥焼却処
理施設管理
事業

 
環
境
担
当
部

クリーンセンター、
和名ヶ谷クリーンセ
ンター、東部クリー
ンセンター及び最終
処分場の清掃、樹木
管理等施設維持管理
委託の実施。

①クリーンセンター
   清掃業務のうち、
   特別清掃を隔年
   で実施し、平成
   16年度と18年度
   に185千円を削
   減する。
   また、緑地の剪定
   は、公園等清掃
   管理業務委託と合
   わせて委託するこ
   とにより平成16
   年度以降毎年431
   千円を削減する。
②和名ヶ谷クリーン
   センターの管理
   棟及び定期清掃委
   託は業務を見直
   し、管理棟清掃委
   託業務は平成16
   年度以降毎年
    1,416千円、定
   期清掃等委託業務
   は平成16年度以
   降136千円の経費
   削減を図る。
   電気時計の定期点
   検は隔年実施と
   し、平成16年度
   と18年度に321
   千円を削減する。
③他、各施設委託
   業務仕様を見直し
   節減を図る。

リサイクル
システム整
備事業

 
日
暮
ク
リ
ー

ン
セ
ン
タ
ー

日暮クリーンセン
ターの稼動及び維
持管理を実施。

日暮クリーンセン
ターの稼動及び維
持管理関係委託業
務仕様等を見直し
節減を図る。
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ 2,474,208 2,414,208 -60,000

ｈ１７ 2,399,810 2,279,810 -120,000

ｈ１８ 2,279,058 2,149,058 -130,000

ｈ１９ 2,251,203 2,111,203 -140,000

計 9,404,279 8,954,279 -450,000

ｈ１６ 2,474,208 2,414,208 -60,000

ｈ１７ 2,399,810 2,279,810 -120,000

ｈ１８ 2,279,058 2,149,058 -130,000

ｈ１９ 2,251,203 2,111,203 -140,000

計 9,404,279 8,954,279 -450,000

ｈ１６ 25,000 0 -25,000

ｈ１７ 0 0 0

ｈ１８ 25,000 0 -25,000

ｈ１９ 0 0 0

計 50,000 0 -50,000

ｈ１６ 25,000 0 -25,000

ｈ１７ 0 0 0

ｈ１８ 25,000 0 -25,000

ｈ１９ 0 0 0

計 50,000 0 -50,000

14

13

一
般
財
源
等

事
業
費

一
般
財
源
等

事
業
費

病院事業負
担金・出資
金事業

 
健
康
福
祉
本
部
 
企
画
管
理
室

松戸市病院事業の
健全運営に資する
ため、一般会計か
ら負担金及び出資
金として繰り出し
ている。

病院事業に対する
繰出金について見
直しを行い、削減
を図る。

老人保健施
設整備事業

 
高
齢
者
福
祉
課

市内に老人保健施
設を整備する医療
法人等に対し、建
設費の一部を補助
し、施設の計画的
な整備促進を図
る。

老人保健施設に対
する建設費補助金
を廃止する。
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ 356,038 356,038 0

ｈ１７ 305,871 184,114 -121,757

ｈ１８ 137,254 137,254 0

ｈ１９ 259,011 137,254 -121,757

計 1,058,174 814,660 -243,514

ｈ１６ 356,038 356,038 0

ｈ１７ 305,871 184,114 -121,757

ｈ１８ 137,254 137,254 0

ｈ１９ 259,011 137,254 -121,757

計 1,058,174 814,660 -243,514

ｈ１６ 64,961 45,347 -19,614

ｈ１７ 64,961 45,347 -19,614

ｈ１８ 64,961 45,347 -19,614

ｈ１９ 64,961 45,347 -19,614

計 259,844 181,388 -78,456

ｈ１６ 27,799 8,185 -19,614

ｈ１７ 27,799 8,185 -19,614

ｈ１８ 27,799 8,185 -19,614

ｈ１９ 27,799 8,185 -19,614

計 111,196 32,740 -78,456

15

16

一
般
財
源
等

事
業
費

一
般
財
源
等

事
業
費

老人福祉施
設整備事業

 
高
齢
者
福
祉
課

市内に特別養護老
人ホーム等を建設
する社会福祉法人
等に対し、建設費
の一部を補助し、
施設の計画的な整
備促進を図る。

事業の一部を見直
し、ケアハウスに
対する建設費補助
金を廃止する。

中央在宅介
護支援セン
ター事業

 
介
護
支
援
課

中央在宅介護支援
センターを設置
後、基幹型を１ヶ
所、地域型を11ヶ
所計１２の在宅介
護支援センターを
整備した。

中央在宅介護支援
センターを廃止
し、地域型在宅介
護支援センター未
設置の本庁地区に
新たな地域型在宅
介護支援センター
を設置する。
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ 283,772 283,772 0

ｈ１７ 283,772 186,880 -96,892

ｈ１８ 283,772 190,694 -93,078

ｈ１９ 283,772 194,507 -89,265

計 1,135,088 855,853 -279,235

ｈ１６ 283,772 283,772 0

ｈ１７ 283,772 186,880 -96,892

ｈ１８ 283,772 190,694 -93,078

ｈ１９ 283,772 194,507 -89,265

計 1,135,088 855,853 -279,235

ｈ１６ 102,539 94,936 -7,603

ｈ１７ 102,539 94,936 -7,603

ｈ１８ 102,539 94,936 -7,603

ｈ１９ 102,539 94,936 -7,603

計 410,156 379,744 -30,412

ｈ１６ 58,658 51,055 -7,603

ｈ１７ 58,658 51,055 -7,603

ｈ１８ 58,658 51,055 -7,603

ｈ１９ 58,658 51,055 -7,603

計 234,632 204,220 -30,412

18

17

一
般
財
源
等

事
業
費

一
般
財
源
等

事
業
費

身体障害者
補装具給付
事業

 
障
害
福
祉
課

身体障害者手帳の
交付を受けている
者に対して、その
身体機能障害を補
うために必要な舗
装具の交付と修理
を行っている。な
お、世帯の市民税
及び所得税の課税
額に応じて、補装
具の費用について
一部自己負担があ
るが、松戸市では
助成している。

自己負担分につい
て、受益者負担の
原則により制度を
見直す。
○平成１５年度
　助成額１/２
○平成１６年度
　助成廃止

難病者援護
事業

 
障
害
福
祉
課

市指定の難病療養
者に援護金を支給
し、難病者の経済
的負担を軽減す
る。
支給額は月額で、
通院6,000円、
入院13,000円、
生活保護受給者
4,000円。

支給基準を見直
し、難病療養者に
対する居宅生活支
援事業を実施す
る。
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ 63,441 29,800 -33,641

ｈ１７ 35,741 35,800 59

ｈ１８ 35,741 30,000 -5,741

ｈ１９ 35,741 30,000 -5,741

計 170,664 125,600 -45,064

ｈ１６ 63,441 19,870 -43,571

ｈ１７ 35,741 25,800 -9,941

ｈ１８ 35,741 25,000 -10,741

ｈ１９ 35,741 25,000 -10,741

計 170,664 95,670 -74,994

ｈ１６ 7,000 1,000 -6,000

ｈ１７ 7,000 1,000 -6,000

ｈ１８ 7,000 1,000 -6,000

ｈ１９ 7,000 1,000 -6,000

計 28,000 4,000 -24,000

ｈ１６ 7,000 1,000 -6,000

ｈ１７ 7,000 1,000 -6,000

ｈ１８ 7,000 1,000 -6,000

ｈ１９ 7,000 1,000 -6,000

計 28,000 4,000 -24,000

19

20

一
般
財
源
等

事
業
費

一
般
財
源
等

事
業
費

鉄道エレ
ベータ等設
置事業

 
都
市
計
画
課

鉄道エレベータ設
置補助金の交付。

１６年度は全体事
業費の中で事業内
容を見直して実施
する。
18～19年度は事
業規模縮小。（個
所数の削減）

水辺の修景
整備事業

 
河
川
清
流
課

水辺の施設整備及
び水辺の緑化。

水辺の施設整備及
び水辺の緑化に係
る事業規模を縮小
するとともに事業
期間を延伸。
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ 967,898 669,840 -298,058

ｈ１７ 1,123,738 566,772 -556,966

ｈ１８ 893,878 536,182 -357,696

ｈ１９ 789,148 454,287 -334,861

計 3,774,662 2,227,081 -1,547,581

ｈ１６ 251,409 233,666 -17,743

ｈ１７ 288,316 152,868 -135,448

ｈ１８ 282,629 143,537 -139,092

ｈ１９ 221,341 153,442 -67,899

計 1,043,695 683,513 -360,182

ｈ１６ 135,482 133,497 -1,985

ｈ１７ 136,587 133,490 -3,097

ｈ１８ 137,241 131,807 -5,434

ｈ１９ 139,364 134,811 -4,553

計 548,674 533,605 -15,069

ｈ１６ 134,358 132,787 -1,571

ｈ１７ 135,463 132,780 -2,683

ｈ１８ 136,117 131,097 -5,020

ｈ１９ 138,240 134,101 -4,139

計 544,178 530,765 -13,413

22

21

一
般
財
源
等

事
業
費

一
般
財
源
等

事
業
費

治水施設の
整備

 
河
川
清
流
課

１級河川整備、都
市基盤河川整備、
準用河川整備、排
水路整備及び排水
機場整備の実施。

１級河川整備、都
市基盤河川整備、
準用河川整備、排
水路整備、排水機
場整備に係る各年
の事業量を削減す
る。（４か年全体
で当初計画の約６
割）

消防局管理
事業

 
消
防
局
　
企
画
管
理
室

消防組織の効率的
な運営に関わる管
理事務。

被服購入費の削減
及び研修計画の見
直し。
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ 88,332 77,699 -10,633

ｈ１７ 80,869 77,699 -3,170

ｈ１８ 80,869 77,699 -3,170

ｈ１９ 80,869 77,699 -3,170

計 330,939 310,796 -20,143

ｈ１６ 76,000 65,494 -10,506

ｈ１７ 68,537 65,494 -3,043

ｈ１８ 68,537 65,494 -3,043

ｈ１９ 68,537 65,494 -3,043

計 281,611 261,976 -19,635

ｈ１６ 16,000 10,870 -5,130

ｈ１７ 16,000 10,870 -5,130

ｈ１８ 16,000 10,870 -5,130

ｈ１９ 16,000 10,870 -5,130

計 64,000 43,480 -20,520

ｈ１６ 16,000 10,870 -5,130

ｈ１７ 16,000 10,870 -5,130

ｈ１８ 16,000 10,870 -5,130

ｈ１９ 16,000 10,870 -5,130

計 64,000 43,480 -20,520

23

24

一
般
財
源
等

事
業
費

一
般
財
源
等

事
業
費

消防団管理
事業

 
消
防
局
　
企
画
管
理
室

消防団組織の効率
的な運営に関わる
管理事務。

消防団員福祉共済
負担金の削減。

消火栓整備
事業

警
防
課

千葉県水道局が設
置する消火栓に、
消防局が必要であ
ると認知したもの
について設置負担
金を支出する。
（年間２０～２５
件）

消防局が認知する
基準の見直しを行
い、必要最小限度
の件数とする。
（約半分程度）
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ 8,735 7,105 -1,630

ｈ１７ 8,735 474 -8,261

ｈ１８ 8,735 474 -8,261

ｈ１９ 8,735 474 -8,261

計 34,940 8,527 -26,413

ｈ１６ 8,735 7,105 -1,630

ｈ１７ 8,735 474 -8,261

ｈ１８ 8,735 474 -8,261

ｈ１９ 8,735 474 -8,261

計 34,940 8,527 -26,413

ｈ１６ 398,460 186,960 -211,500

ｈ１７ 421,312 222,496 -198,816

ｈ１８ 429,007 232,135 -196,872

ｈ１９ 433,031 242,135 -190,896

計 1,681,810 883,726 -798,084

ｈ１６ 398,460 186,960 -211,500

ｈ１７ 421,312 222,496 -198,816

ｈ１８ 429,007 232,135 -196,872

ｈ１９ 433,031 242,135 -190,896

計 1,681,810 883,726 -798,084

26

25

一
般
財
源
等

事
業
費

一
般
財
源
等

事
業
費

救急高度化
対応隊員養
成事業

救
急
防
災
課

救急救命士及び救
急有資格者の養成
をする。

救急救命士を15・
16年度に養成す
る。実施計画期間
中救急標準課程有
資格者に関する費
用を見直す。

教育行財政
運営の効率
化

 
生
涯
学
習
本
部
　
企
画
管
理
室

国における構造改
革等が余儀なくさ
れている中、本市
としては｢個性の尊
重・伸長｣を据え、
極め細やかな教育
を行うための少人
数授業等、新しい
教育システムづく
りと社会教育との
リンクを松戸市独
自の教育施策とし
て推進する。
また、それらを実
施するプランとし
て評価システム、
人材育成システム
の構築とともに、
教育資源の有効活
用も併せて実施す
る。

教員配置等、一律
的な生涯学習環境
の構築から、必要
に応じたスタッフ
派遣を行う等、そ
の他ハード･ソフ
ト、全般にわたり
教育目標達成型の
指標を組み込んだ
事業内容の改革改
善をする。
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ 139,127 119,862 -19,265

ｈ１７ 139,127 119,862 -19,265

ｈ１８ 139,127 119,862 -19,265

ｈ１９ 139,127 119,862 -19,265

計 556,508 479,448 -77,060

ｈ１６ 139,127 119,862 -19,265

ｈ１７ 139,127 119,862 -19,265

ｈ１８ 139,127 119,862 -19,265

ｈ１９ 139,127 119,862 -19,265

計 556,508 479,448 -77,060

ｈ１６ 87,477 87,477 0

ｈ１７ 87,477 49,200 -38,277

ｈ１８ 87,477 49,200 -38,277

ｈ１９ 87,477 49,200 -38,277

計 349,908 235,077 -114,831

ｈ１６ 87,477 87,477 0

ｈ１７ 87,477 49,200 -38,277

ｈ１８ 87,477 49,200 -38,277

ｈ１９ 87,477 49,200 -38,277

計 349,908 235,077 -114,831

事
業
費

一
般
財
源
等

27

28

一
般
財
源
等

事
業
費

教育運営の
効率化及び
社会教育施
設の管理運
営

 
生
涯
学
習
本
部
　
企
画
管
理
室

林間学園運営委託
及び博物館、図書
館等運営業務委託
の実施。

博物館、図書館、
戸定歴史館受付業
務委託の仕様を見
直し削減を図ると
ともに林間学園運
営委託を廃止す
る。

社会教育施
設維持管理
（清掃）事
業

 
生
涯
学
習
本
部
　
企
画
管
理
室

市民会館、公民
館、博物館、図書
館、戸定歴史館等
施設清掃委託の実
施。

平成17年度以降に
各施設に係る清掃
業務委託の仕様の
中で、簡易的なも
のについて見直し
節減を図る。
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ 9,860 2,000 -7,860

ｈ１７ 9,860 9,800 -60

ｈ１８ 9,860 0 -9,860

ｈ１９ 9,860 5,230 -4,630

計 39,440 17,030 -22,410

ｈ１６ 9,860 1,565 -8,295

ｈ１７ 9,860 9,430 -430

ｈ１８ 9,860 0 -9,860

ｈ１９ 9,860 5,030 -4,830

計 39,440 16,025 -23,415

ｈ１６ 149,892 135,539 -14,353

ｈ１７ 149,892 135,539 -14,353

ｈ１８ 149,892 135,539 -14,353

ｈ１９ 149,892 135,539 -14,353

計 599,568 542,156 -57,412

ｈ１６ 149,892 135,539 -14,353

ｈ１７ 149,892 135,539 -14,353

ｈ１８ 149,892 135,539 -14,353

ｈ１９ 149,892 135,539 -14,353

計 599,568 542,156 -57,412

事
業
費

一
般
財
源
等

事
業
費

一
般
財
源
等

30

29

美術文化の
基盤整備事
業

 
社
会
教
育
課

美術館部分の企画
展の実施。
（毎年）

平成１６年度から
平成１９年度まで
の企画展の実施回
数を見直す。

学童結核検
診事業

 
保
健
体
育
課

児童・生徒の結核
検診を実施する。

BCG及びツベルク
リン接種の制度改
正に伴い、事業費
を削減する。
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ － － －

ｈ１７ － － －

ｈ１８ － － －

ｈ１９ － － －

計 － － －

ｈ１６ 0 33,919 33,919

ｈ１７ 0 33,919 33,919

ｈ１８ 0 33,919 33,919

ｈ１９ 0 33,919 33,919

計 0 135,676 135,676

一
般
財
源
等

事
業
費

31

公共施設使
用料の減免
の見直し
（※歳入）

 
関
係
課
等

17箇所の市民セン
ターをはじめ、市
内の文化施設等
を、市民の活動の
場コミュニティの
核として、提供し
ており、その中
で、社会教育団
体、福祉団体等が
利用する場合、5
割から７割の減額
を認めている。

（関係施設）
・女性センター
・市民センター
　（17ヵ所）
・勤労会館
・北山市民会館
・健康福祉会館
・文化会館
・市民劇場
・文化ホール
・市民会館
・青少年会館
・松雲亭
他

5割、7割減額を平
成16年度から3割
減額に変更する。
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ － － －

ｈ１７ － － －

ｈ１８ － － －

ｈ１９ － － －

計 － － －

ｈ１６ 0 33,919 33,919

ｈ１７ 0 33,919 33,919

ｈ１８ 0 33,919 33,919

ｈ１９ 0 33,919 33,919

計 0 135,676 135,676

ｈ１６ 10,438,072 9,506,343 -931,729

ｈ１７ 9,534,884 8,049,727 -1,485,157

ｈ１８ 9,046,048 7,812,387 -1,233,661

ｈ１９ 9,018,403 7,702,104 -1,316,299

計 38,037,407 33,070,561 -4,966,846

ｈ１６ 8,486,253 7,825,374 -660,879

ｈ１７ 8,364,132 7,292,429 -1,071,703

ｈ１８ 8,099,469 7,081,718 -1,017,751

ｈ１９ 8,115,266 7,063,035 -1,052,231

計 33,065,120 29,262,556 -3,802,564

ｈ１６ -931,729

ｈ１７ -1,485,157

ｈ１８ -1,233,661

ｈ１９ -1,316,299

計 -4,966,846

ｈ１６ -694,798

ｈ１７ -1,105,622

ｈ１８ -1,051,670

ｈ１９ -1,086,150

計 -3,938,240

事
業
費

一
般
財
源
等

事
業
方
策
の
変
更
　
小
計

計 － ３１事業 －

事
業
費

一
般
財
源
等

－

歳　入 － １事業 －

歳　出 － ３０事業

事
業
費

一
般
財
源
等
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 １ 事業の再構築 

  ２）当面の目標の変更 

 （単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ 84,471 32,364 -52,107

ｈ１７ 84,471 31,592 -52,879

ｈ１８ 34,471 31,392 -3,079

ｈ１９ 34,471 36,192 1,721

計 237,884 131,540 -106,344

ｈ１６ 84,471 32,364 -52,107

ｈ１７ 84,471 31,592 -52,879

ｈ１８ 34,471 31,392 -3,079

ｈ１９ 34,471 36,192 1,721

計 237,884 131,540 -106,344

ｈ１６ 1,784 1,784 0

ｈ１７ 22,140 2,140 -20,000

ｈ１８ 11,784 1,784 -10,000

ｈ１９ 2,140 2,140 0

計 37,848 7,848 -30,000

ｈ１６ 209 209 0

ｈ１７ 21,990 1,990 -20,000

ｈ１８ 10,209 209 -10,000

ｈ１９ 1,990 1,990 0

計 34,398 4,398 -30,000

33

32

事
業
費

一
般
財
源
等

事
業
費

一
般
財
源
等

人材（職
員）の管理

 
人
事
課

松戸市人材育成基
本方針に基づき、
新時代に向けて新
たな人事システム
の構築を図る。
①人事台帳を基本
   として人事情報
   をセットアップ
   する。
②職員の個々の能
   力に応じた適正
   な人事管理に資
   するための人事
   情報システムを
   構築する。

①システム構築開
   始年度を後年度
   へ先送りすると
   ともに、人事情
   報の枠組みの設
   定及び精査を図
   る。
②平成19年度に人
   事情報システム
   構築に向けて設
   計の費用を計上
   する。
③各種経費の見直
   しを図る。

契約システ
ム事業

 
契
約
課

指名参加資格者の登
録は、申請を直接職
員が受け付けし、一
部を委託している。
電子入札システムの
開発は、調査及び検
討をしている。

千葉県の指名参加資
格者の電子申請は、
平成１８年度を予定
している。電子入札
は、国、各都道府県
が開発・導入を開始
したばかりであり、
また、これから総合
行政ネットワーク
（ＬＧＷＡＮ）の整
備、地方公共団体認
証基盤（ＬＧＰＫ
Ｉ）・ブリッジ認証
局・電子入札システ
ム認証局等の整備が
進められることか
ら、指名参加者の登
録システムの開発、
電子入札システムの
開発は平成２１・２
２年度に先送りし、
調査検討にとどめ
る。
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ － － －

ｈ１７ － － －

ｈ１８ － － －

ｈ１９ － － －

計 － － －

ｈ１６ 0 300,000 300,000

ｈ１７ 0 300,000 300,000

ｈ１８ 0 300,000 300,000

ｈ１９ 0 300,000 300,000

計 0 1,200,000 1,200,000

ｈ１６ － － －

ｈ１７ － － －

ｈ１８ － － －

ｈ１９ － － －

計 － － －

ｈ１６ 0 55,700 55,700

ｈ１７ 0 83,700 83,700

ｈ１８ 0 110,800 110,800

ｈ１９ 0 139,000 139,000

計 0 389,200 389,200

34

35

事
業
費

一
般
財
源
等

一
般
財
源
等

事
業
費

市税徴収事
業
（※歳入）

 
税
務
担
当
部

現状：市税調定額
及び収入額は、最
近の社会経済状況
により、個人所得
の減や恒久的減税
の実施等により、
平成９年度をピー
クに下落傾向にあ
る。課税部門にお
いては各税目の課
税客体の的確な捕
捉に努めている。
また、収納部門で
は組織体制の見直
しや新滞納整理シ
ステムの導入によ
り、市税収入額を
高めるよう努めて
いる。

自主申告の促進を
図るとともに、さ
らに的確な課税客
体の捕捉に努め
る。
また、滞納整理の
原則は早期着手で
あることから、新
たな滞納者の発生
を防ぐため、現年
度課税分の徴収を
重点化することに
より、これまで以
上の収入を確保す
るとともに、繰越
を減少させる。

国民健康保
険料収納事
業
（※歳入）

 
保
険
課

病気やけがのため
受診した時の医療
費を給付する国民
健康保険事業を適
正に運営するた
め、被保険者から
保険料を徴収して
いる。

保険料の滞納に対
応するため、滞納
整理システムによ
り滞納者の分析を
行い、効果的な対
策を実施する。ま
た、短期保険者証
を有効活用した滞
納者対策を行う。
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ － － －

ｈ１７ － － －

ｈ１８ － － －

ｈ１９ － － －

計 － － －

ｈ１６ 0 24,225 24,225

ｈ１７ 0 51,649 51,649

ｈ１８ 0 77,358 77,358

ｈ１９ 0 103,067 103,067

計 0 256,299 256,299

ｈ１６ － － －

ｈ１７ － － －

ｈ１８ － － －

ｈ１９ － － －

計 － － －

ｈ１６ 0 10,000 10,000

ｈ１７ 0 10,000 10,000

ｈ１８ 0 10,000 10,000

ｈ１９ 0 10,000 10,000

計 0 40,000 40,000

36

37

事
業
費

一
般
財
源
等

事
業
費

一
般
財
源
等

保育料見直
し事業
（※歳入）

 
保
育
課

平成１５年度の市の
保育料は、国の徴収
基準額の７５％程度
を見込んでいる。

平成１９年度には、
国基準の８０％を目
指す。

保育料収納
事業
（※歳入）

 
保
育
課

適正な保育所運営
と市民相互の負担
の公平を図るた
め、保育所の運営
費の一部を保護者
から収納してい
る。

収納率の向上を図
るため、未納の場
合の現場納付指導
の徹底を図る。
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ 0 0 0

ｈ１７ 3,000 0 -3,000

ｈ１８ 24,700 0 -24,700

ｈ１９ 70,000 0 -70,000

計 97,700 0 -97,700

ｈ１６ 0 0 0

ｈ１７ 3,000 0 -3,000

ｈ１８ 24,700 0 -24,700

ｈ１９ 70,000 0 -70,000

計 97,700 0 -97,700

ｈ１６ 7,000 4,000 -3,000

ｈ１７ 100,000 7,000 -93,000

ｈ１８ 100,000 78,000 -22,000

ｈ１９ 100,000 78,000 -22,000

計 307,000 167,000 -140,000

ｈ１６ 7,000 2,000 -5,000

ｈ１７ 62,360 3,500 -58,860

ｈ１８ 62,360 39,000 -23,360

ｈ１９ 62,360 39,000 -23,360

計 194,080 83,500 -110,580

38

39

事
業
費

一
般
財
源
等

事
業
費

一
般
財
源
等

八柱駅南口
駅前広場歩
行者快適化
事業

 
都
市
整
備
本
部
　
企
画
管
理
室

八柱駅南口駅前広
場の安全で円滑な
交通処理や地域の
顔としての景観づ
くりなど、歩行者
の快適性を向上さ
せるため、地域住
民との合意形成を
図りながら整備を
行う。

八柱駅南口のタク
シーのはみ出し駐
車や、歩行者の無
理な横断等の交通
問題は改善すべき
課題ではあるもの
の、あまり緊急を
要しない。
また、地元の合意
形成も得られてお
らず、バリアフ
リー基本構想との
整合を図る必要も
あるため事業を延
期する。

交通バリア
フリー推進
事業

 
都
市
整
備
本
部
　
企
画
管
理
室

16年度：基本構想
及び実施計画策定
委託。
17～19年度：バ
リアフリー化整備
の実施。

16年度：基本構想
策定委託。
17年度：実施計画
策定委託。
18～19年度：バ
リアフリー化整備
の実施関係経費の
見直し。
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ 89,460 30,000 -59,460

ｈ１７ 23,630 30,000 6,370

ｈ１８ 2,000 0 -2,000

ｈ１９ 2,000 2,000 0

計 117,090 62,000 -55,090

ｈ１６ 89,460 30,000 -59,460

ｈ１７ 23,630 30,000 6,370

ｈ１８ 2,000 0 -2,000

ｈ１９ 2,000 2,000 0

計 117,090 62,000 -55,090

ｈ１６ 50,880 880 -50,000

ｈ１７ 50,880 880 -50,000

ｈ１８ 220,880 880 -220,000

ｈ１９ 220,880 50,880 -170,000

計 543,520 53,520 -490,000

ｈ１６ 9,213 880 -8,333

ｈ１７ 9,213 880 -8,333

ｈ１８ 33,880 880 -33,000

ｈ１９ 33,880 9,213 -24,667

計 86,186 11,853 -74,333

40

41

事
業
費

一
般
財
源
等

事
業
費

一
般
財
源
等

松戸市基準
点測量整備
事業

 
都
市
計
画
課

平成１６年度二次
基準点設置委託実
施。
平成１７年度都市
計画道路座標値再
整備委託実施。
平成１７年度以降
基準点補修委託実
施。

平成１５年度二次
基準点設置委託→
平成１５、１６、
１７の３か年に分
割して実施する。
平成１７年度以降
基準点補修委託→
平成１９年度以降
に先送りをする。

市街地再開
発推進事業

 
都
市
整
備
課

各地区の固有環境
に即したコンパク
トな都市再開発の
さまざまな事業手
法を地元とともに
研究していく。
また、東武野田線
六実連続立体の事
業化に向けて、都
市計画決定調査、
詳細設計等の準備
を進める。
○六実駅周辺、北
   小金駅南口東
   地区、小金原地
   区、稔台駅前地
   区

各地区の固有環境
に即したコンパク
トな都市再開発の
さまざまな事業手
法を地元とともに
研究し、詳細設計
等一部を先送り
し、また東武野田
線六実連続立体の
事業化に向けて、
都市計画決定調査
等の準備を進め
る。
○六実駅周辺、北
   小金駅南口東地
   区、小金原地
   区、稔台駅前地
   区
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ 408,623 402,581 -6,042

ｈ１７ 305,605 341,903 36,298

ｈ１８ 435,413 290,292 -145,121

ｈ１９ 300,029 373,104 73,075

計 1,449,670 1,407,880 -41,790

ｈ１６ -316,410 -392,822 -76,412

ｈ１７ -377,279 -369,151 8,128

ｈ１８ -304,768 -392,867 -88,099

ｈ１９ -409,894 -392,861 17,033

計 -1,408,351 -1,547,701 -139,350

ｈ１６ 11,520 162 -11,358

ｈ１７ 11,520 162 -11,358

ｈ１８ 11,520 162 -11,358

ｈ１９ 11,520 162 -11,358

計 46,080 648 -45,432

ｈ１６ 11,520 162 -11,358

ｈ１７ 11,520 162 -11,358

ｈ１８ 11,520 162 -11,358

ｈ１９ 11,520 162 -11,358

計 46,080 648 -45,432

42

43

事
業
費

一
般
財
源
等

事
業
費

一
般
財
源
等

市営住宅維
持管理事業

 
住
宅
課

市営住宅の借上計
画戸数２５０戸を
順次整備してい
く。
第一次実施計画に
て４団地156戸整
備済。
第二次実施計画
（15年度）30戸
整備予定。
（平成１５年度末
までに１８６戸整
備見込み）

住宅借上事業の実
施を、平成１７年
度から１９年度へ
先送りする。

狭隘道路拡
幅整備事業

 
建
築
指
導
課

平成１６年度から
１９年度までの建
築基準法道路名称
確定測量委託の実
施。

平成１６年度から
１９年度までの建
築基準法道路名称
確定測量委託の実
施を取りやめ、後
退杭の設置及びＰ
Ｒ用パンフレット
を作成する。
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ 0 0 0

ｈ１７ 50,000 0 -50,000

ｈ１８ 50,000 0 -50,000

ｈ１９ 50,000 0 -50,000

計 150,000 0 -150,000

ｈ１６ 0 0 0

ｈ１７ 50,000 0 -50,000

ｈ１８ 50,000 0 -50,000

ｈ１９ 50,000 0 -50,000

計 150,000 0 -150,000

ｈ１６ 128,285 101,659 -26,626

ｈ１７ 102,896 101,270 -1,626

ｈ１８ 242,604 0 -242,604

ｈ１９ 234,780 0 -234,780

計 708,565 202,929 -505,636

ｈ１６ 31,996 26,659 -5,337

ｈ１７ 25,649 24,070 -1,579

ｈ１８ 60,651 0 -60,651

ｈ１９ 58,620 0 -58,620

計 176,916 50,729 -126,187

44

45

事
業
費

一
般
財
源
等

事
業
費

一
般
財
源
等

矢切地区斜
面緑地保全
事業

 
み
ど
り
と
花
の
課

矢切地区の斜面緑
地を恒久的に残す
ため、都市緑地保
全法による「緑地
保全地区」の指定
を行い、優良な樹
林地の保全を図
る。平成１７年度
から平成１９年度
までの各年度ごと
に、用地買収事業
費５０，０００千
円を投入する。

財政事情を考慮
し、第２次実施計
画期間内での事業
の実施を見送り、
第３次実施計画に
おいて実施を予定
する。

街区公園整
備事業

 
公
園
緑
地
課

第２次実施計画に
おいては、市内の
街区公園が不足し
ている地域の中か
ら地元より設置要
望のある地域を先
行して整備を行う
ため、稔台地域・
栄町８丁目地域・
高塚新田地域を計
画している。

第２次実施計画に
おいて、稔台地
域・栄町８丁目地
域・高塚新田地域
を計画している
が、財政状況から
稔台地区の事業を
進め、他の２地区
については先送り
する。
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ 0 0 0

ｈ１７ 0 0 0

ｈ１８ 0 0 0

ｈ１９ 100,000 0 -100,000

計 100,000 0 -100,000

ｈ１６ 0 0 0

ｈ１７ 0 0 0

ｈ１８ 0 0 0

ｈ１９ 25,000 0 -25,000

計 25,000 0 -25,000

ｈ１６ 75,544 50,000 -25,544

ｈ１７ 3,225 0 -3,225

ｈ１８ 9,000 0 -9,000

ｈ１９ 0 0 0

計 87,769 50,000 -37,769

ｈ１６ 75,544 50,000 -25,544

ｈ１７ 3,225 0 -3,225

ｈ１８ 9,000 0 -9,000

ｈ１９ 0 0 0

計 87,769 50,000 -37,769

46

47

事
業
費

一
般
財
源
等

事
業
費

一
般
財
源
等

地域公園整
備事業

 
公
園
緑
地
課

紙敷第１公園整備
工事。（平成１９
年度）

紙敷第１公園整備
工事を先送りす
る。（区画整理の
事業進展による）

道路維持管
理事業
（改修・舗
装）

 
道
づ
く
り
課

①市道5地区176
   号
   （安忠坂整備事
   業）待避所２箇
   所設置。
   （進捗状況）H
   １４末現在、測
   量・設計終了。
②市内主要幹線交
   差点　渋滞交差
   点調査　事業実
   施予定期間。
   （平成18年度）

①事業期間につい
   ては、H１５年度
   ～H１９年度を予
   定したが、事業
   効果を早期に発
   揮するため、期
   間を前倒ししH１
   ５年度～１６年
   度で実施する。
   事業費について
   は、事業内容の
   見直しにともな
   い一部を減額す
   る。
②渋滞交差点の調
   査、改良個所を
   再度検討するた
   め事業を見送
   る。
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ 634,763 468,210 -166,553

ｈ１７ 653,950 429,044 -224,906

ｈ１８ 696,979 383,864 -313,115

ｈ１９ 828,577 285,010 -543,567

計 2,814,269 1,566,128 -1,248,141

ｈ１６ 271,427 157,185 -114,242

ｈ１７ 264,118 152,592 -111,526

ｈ１８ 330,338 149,948 -180,390

ｈ１９ 308,579 136,435 -172,144

計 1,174,462 596,160 -578,302

48

事
業
費

一
般
財
源
等

都市計画道
路（新設・
拡幅）事業

 
道
づ
く
り
課

①【３・５・３０号南花
   島日暮線（松戸新田地
   先）・拡幅整備事業】
   延長：826m　幅員：
   15m　事業実施予定期
   間：H4～20　（事業
   認可：H4～H18）
   （進捗状況）H14末現
   在 事業費ベース
   86％　（用地確保
   93％）
②【３・４・１６号葛飾
   橋矢切線（小山～三矢
   小台4丁目）・拡幅整
   備事業】
   延長：771m　幅員：
   16m　事業実施予定期
   間：H3～H19　（事
   業認可：H3～H17）
   （進捗状況）H14末現
   在　事業費ベース
   82％　（用地確保
   85％）
   県施行事業にともなう
   地元負担金　事業費
   の3/10
③【３・４・１６号葛飾
   橋矢切線（三矢小台3
   丁目～下矢切）・拡幅
   整備事業】
   延長：440m　幅員：
   16～17m　事業実施
   予定期間：
   H13～H19（事業認
   可：H13～H19）
   （進捗状況）H14末
   現在　事業費ベース
   4％（用地確保4％）
   県施行事業にともなう
   地元負担金　事業費
   の3/10
④【３・３・７号横須
   賀紙敷線（二ツ木～幸
   谷地先）・新設整備事
   業】
   延長：348m　幅員：
   18m　事業実施予定期
   間：H3～H25　（事
   業認可：H3～H15）
   （進捗状況）H14末現
    在　事業費ベース
   58％（用地確保
   48％）
⑤【３・３・６号三矢
   小台主水新田線（和名
    ヶ谷地先）・新設整備
   事業】
   延長：830m　幅員：
   23.5m　事業実施予定
   期間：H4～H21（事
   業承認：H4～
   H16/580ｍ区間）
   （進捗状況）H14末現
   在事業費ベース65％
   （用地確保　87％）
⑥【３・３・６号三矢
   小台主水新田線（八ヶ
   崎地先）・新設整備
   事業】
   延長：630m　幅員：
   16m～17m　事業実
   施予定期間：H14～
   H26（事業認可：H4
   ～H19）
   （進捗状況）H14末現
   在　事業費ベース
   3％（用地確保7％）

①【３・５・３０号南花
   島日暮線（松戸新田地
   先）・拡幅整備事業】
   事業期間については、
   事業進捗が遅延してい
   るが、早期完了を目指
   すことから事業期間の
   見直しはしない。
   事業費については、第
    １次実施計画期間内
   （H10～H14）で予定
   した用地取得が難航し
   たため、第二次実施期
   間での取得とし事業内
   容を組替し増額（起債
   対象）する。
②【３・４・１６号葛飾
   橋矢切線（小山～三矢
   小台4丁目）・拡幅整
   備事業】
   事業期間については、
   用地取得が難航し遅延
   して完了見込みが明確
   にならない状況にある
   ことから、事業実施予
   定期間を１ヵ年延伸
   （H20）にする。
   事業費（負担金）につ
   いては、県事業費の見
   通しが不明な状況であ
   るが、事業期間の見直
   しに合わせ減額（事業
   費を先送り）する。
③【３・４・１６号葛飾
   橋矢切線（三矢小台3
   丁目～下矢切）・拡幅
   整備事業】
   事業期間については、
   H13年度に着手した県
   施行事業であり、H19
   年度の完成を目指して
   いるが、事業実施予定
   期間を1ヵ年延伸
   （H20年）にする。
   事業費（負担金）につ
   いては、県事業費の見
   通しが不明な状況であ
   るが、事業期間の見直
   しに合わせ減額（事業
   費を先送り）する。
④【３・３・７号横須賀
   紙敷線（二ツ木～幸谷
   地先）・新設整備事
   業】
   事業期間については、
   事業用地（幸谷地先）
   確保の難航及び関係事
   業（区画整理事業）が
   遅延していることか
   ら、第２次実施計画か
   ら先送りしH21年度か
   ら再実施する。
   事業費については、事
   業実施期間の見直し
   にともない減額する。
⑤【３・３・６号三矢小
   台主水新田線（和名ヶ
   谷地先）・新設整備事
   業】
   事業期間については、
   早期完了が見込めるこ
   とから見直しはしな
   い。
   事業費については、用
   地費等の下落にともな
   い減額する。
⑥【３・３・６号三矢小
   台主水新田線（八ヶ崎
   地先）・新設整備事業】
   事業期間については、
   H26年度完了予定を延
   伸し、H30年度完了予
   定に見直しする。
   事業費については、
   事業期間延伸にともな
   い第２次実施計画事業
   費を減額する。
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ 33,249 6,099 -27,150

ｈ１７ 30,249 6,099 -24,150

ｈ１８ 33,399 8,099 -25,300

ｈ１９ 45,399 7,962 -37,437

計 142,296 28,259 -114,037

ｈ１６ 33,249 6,099 -27,150

ｈ１７ 30,249 6,099 -24,150

ｈ１８ 33,399 8,099 -25,300

ｈ１９ 45,399 7,962 -37,437

計 142,296 28,259 -114,037

ｈ１６ 0 0 0

ｈ１７ 5,000 0 -5,000

ｈ１８ 15,000 0 -15,000

ｈ１９ 49,500 0 -49,500

計 69,500 0 -69,500

ｈ１６ 0 0 0

ｈ１７ 5,000 0 -5,000

ｈ１８ 15,000 0 -15,000

ｈ１９ 12,400 0 -12,400

計 32,400 0 -32,400

49

50

事
業
費

一
般
財
源
等

事
業
費

一
般
財
源
等

水辺拠点の
整備・連絡
事業

 
河
川
清
流
課

・親水広場、湧水
　池の保全事業。
・坂川中流部の河
　川環境の向上。
　（坂川再生支援
　事業）
・江戸川及び周辺
　における水辺の
　健康エコロード
　事業。（距離
　標、誘導サイ
　ン、ルート説明
　板等の健康づく
　りに役立つ支援
　施設整備）
・市内河川の遊歩
　道の整備。

・拠点整備につい
　ては、事業規模
　を縮小するとと
　もに事業期間を
　延伸する。
・連絡事業につい
　ては、整備内容
　を再検討し、必
　要最小限の施設
　整備を継続して
　実施していく。

河川浄化施
設の設置事
業

 
河
川
清
流
課

浄化施設の整備。
（17～19年度予
定）

事業そのものを当
面見送る。
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ 5,000 0 -5,000

ｈ１７ 30,000 0 -30,000

ｈ１８ 0 0 0

ｈ１９ 0 3,000 3,000

計 35,000 3,000 -32,000

ｈ１６ 5,000 0 -5,000

ｈ１７ 30,000 0 -30,000

ｈ１８ 0 0 0

ｈ１９ 0 3,000 3,000

計 35,000 3,000 -32,000

ｈ１６ － － －

ｈ１７ － － －

ｈ１８ － － －

ｈ１９ － － －

計 － － －

ｈ１６ 0 16,000 16,000

ｈ１７ 0 24,000 24,000

ｈ１８ 0 32,000 32,000

ｈ１９ 0 40,000 40,000

計 0 112,000 112,000

51

52

事
業
費

一
般
財
源
等

事
業
費

一
般
財
源
等

河川用水の
導水

 
河
川
清
流
課

導水施設の整備。
（平成１６、１７
年度実施予定）

導水施設の整備を
先送りする。

下水道使用
料収納事業
（※歳入）

 
下
水
道
普
及
課

都市における雨水
排除や工場・家庭
排水の処理による
生活環境の向上
と、公共用水域の
水質保全を目的に
下水道整備を推進
している。施設を
適切に維持管理す
るため、処理量に
応じた使用料を収
納している。

収納率の向上を図
るため、収納業務
受託事業者指導の
徹底や未納対策と
しての滞納整理専
門員の採用などを
実施する。
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ 240,921 214,639 -26,282

ｈ１７ 94,109 83,007 -11,102

ｈ１８ 173,885 177,903 4,018

ｈ１９ 265,675 251,533 -14,142

計 774,590 727,082 -47,508

ｈ１６ 69,348 61,859 -7,489

ｈ１７ 61,188 54,195 -6,993

ｈ１８ 60,777 57,272 -3,505

ｈ１９ 67,742 62,887 -4,855

計 259,055 236,213 -22,842

ｈ１６ 261,023 252,822 -8,201

ｈ１７ 255,349 249,550 -5,799

ｈ１８ 228,049 221,221 -6,828

ｈ１９ 228,335 221,507 -6,828

計 972,756 945,100 -27,656

ｈ１６ 261,023 252,822 -8,201

ｈ１７ 255,349 249,550 -5,799

ｈ１８ 228,049 221,221 -6,828

ｈ１９ 228,335 221,507 -6,828

計 972,756 945,100 -27,656

53

54

事
業
費

一
般
財
源
等

事
業
費

一
般
財
源
等

消防車両等
の整備

警
防
課

消防車両の更新及
び維持管理をす
る。

車両更新時期の見
直しにより、実施
計画期間中に実施
予定であった梯子
車１台を更新延期
する。

指令管制シ
ステム管理
事業

指
令
課

消防指令管制シス
テムの維持管理を
する。

消防指令管制シス
テムの17年度更新
の見直しをする。
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ 210,000 226,000 16,000

ｈ１７ 199,798 375,298 175,500

ｈ１８ 602,900 431,800 -171,100

ｈ１９ 456,464 233,632 -222,832

計 1,469,162 1,266,730 -202,432

ｈ１６ 35,000 37,667 2,667

ｈ１７ 27,499 56,699 29,200

ｈ１８ 81,917 29,799 -52,118

ｈ１９ 59,732 29,749 -29,983

計 204,148 153,914 -50,234

55

事
業
費

一
般
財
源
等

学校大規模
耐震事業

 
教
育
施
設
課

平成18年度、平成
19年度計画で小学
校4校の校舎棟及
び2校の屋内体育
館の大規模耐震改
修を行う。

改修内容の見直
し、改修工法の検
討及び研究をし、
改修計画を１年づ
つ先送りする。
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ － － －

ｈ１７ － － －

ｈ１８ － － －

ｈ１９ － － －

計 － － －

ｈ１６ 0 405,925 405,925

ｈ１７ 0 469,349 469,349

ｈ１８ 0 530,158 530,158

ｈ１９ 0 592,067 592,067

計 0 1,997,499 1,997,499

ｈ１６ 2,242,523 1,791,200 -451,323

ｈ１７ 2,025,822 1,657,945 -367,877

ｈ１８ 2,892,584 1,625,397 -1,267,187

ｈ１９ 2,999,770 1,545,122 -1,454,648

計 10,160,699 6,619,664 -3,541,035

ｈ１６ 668,050 265,084 -402,966

ｈ１７ 591,182 242,178 -349,004

ｈ１８ 743,503 145,115 -598,388

ｈ１９ 662,134 157,236 -504,898

計 2,664,869 809,613 -1,855,256

ｈ１６ -451,323

ｈ１７ -367,877

ｈ１８ -1,267,187

ｈ１９ -1,454,648

計 -3,541,035

ｈ１６ -808,891

ｈ１７ -818,353

ｈ１８ -1,128,546

ｈ１９ -1,096,965

計 -3,852,755

事
業
費

一
般
財
源
等

当
面
の
目
標
の
変
更
　
小
計

計 － ２４事業 －

歳　出 － 19事業 －

歳　入 － 5事業 －

事
業
費

一
般
財
源
等

事
業
費

一
般
財
源
等
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 １ 事業の再構築 

  ３）事業目的の変更 

 

 

 

 

（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ 24,000 24,000 0

ｈ１７ 24,000 0 -24,000

ｈ１８ 24,000 0 -24,000

ｈ１９ 24,000 0 -24,000

計 96,000 24,000 -72,000

ｈ１６ 24,000 24,000 0

ｈ１７ 24,000 0 -24,000

ｈ１８ 24,000 0 -24,000

ｈ１９ 24,000 0 -24,000

計 96,000 24,000 -72,000

ｈ１６ 24,000 24,000 0

ｈ１７ 24,000 0 -24,000

ｈ１８ 24,000 0 -24,000

ｈ１９ 24,000 0 -24,000

計 96,000 24,000 -72,000

ｈ１６ 24,000 24,000 0

ｈ１７ 24,000 0 -24,000

ｈ１８ 24,000 0 -24,000

ｈ１９ 24,000 0 -24,000

計 96,000 24,000 -72,000

市民セン
ター（浴
室）事業

市
民
担
当
部

市民センター17施
設のうち8施設に
高齢者（60歳以
上）の市民が利用
できる風呂を設置
し、高齢者福祉に
寄与している。

市の管理する施設
として衛生面での
問題があり、また
利用者の安全確保
（急病、怪我等）
への対応が困難で
あり、施設自体の
老朽化が激しく、
維持管理に相当の
費用を要する。各
家庭においても風
呂は設置されてい
ることから、風呂
を廃止し、施設の
有効活用を図る。

一
般
財
源
等

事
業
費

56

事
業
目
的
の
変
更
　
小
計

一
般
財
源
等

事
業
費

歳　出 － 1事業 －
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 １ 事業の再構築 

  ４）資産の有効活用 

 

 

（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ － － －

ｈ１７ － － －

ｈ１８ － － －

ｈ１９ － － －

計 － － －

ｈ１６ 0 0 0

ｈ１７ 0 616,200 616,200

ｈ１８ 0 0 0

ｈ１９ 0 0 0

計 0 616,200 616,200

ｈ１６ － － －

ｈ１７ － － －

ｈ１８ － － －

ｈ１９ － － －

計 － － －

ｈ１６ 0 0 0

ｈ１７ 0 60,800 60,800

ｈ１８ 0 291,000 291,000

ｈ１９ 0 110,000 110,000

計 0 461,800 461,800

公共施設跡
地（４箇
所）の売却

 
管
財
課

①消防署跡地
   （五香・
   683.88㎡）
   …管財課管理。
②市営住宅跡地
   （胡録台・
   1133.54㎡）
   …管財課管理。
③林間学校跡地
   （軽井沢・
   11602.79㎡）
   …管財課管理。
④教職員住宅跡
   地
   （新松戸北・
   1151.15㎡）
   …管財課管理。

①平成１７年度処
   分予定。
②平成１８年度処
   分予定。
③平成１８年度処
   分予定。
④平成１９年度処
   分予定。

職員住宅
（廃止）の
売却

 
人
事
課

・五香
   （5601.82㎡）
   …人事課管理。

・職員寮として一
   部が利用されて
   いるが、廃止を
   予定している。
  （平成１７年度）

57

58

事
業
費

一
般
財
源
等

事
業
費

一
般
財
源
等
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ － － －

ｈ１７ － － －

ｈ１８ － － －

ｈ１９ － － －

計 － － －

ｈ１６ 57,578 57,578

ｈ１７ 69,200 69,200

ｈ１８ 78,445 78,445

ｈ１９ 51,250 51,250

計 0 256,473 256,473

ｈ１６ － － －

ｈ１７ － － －

ｈ１８ － － －

ｈ１９ － － －

計 － － －

ｈ１６ 0 184,048 184,048

ｈ１７ 0 0

ｈ１８ 0 0

ｈ１９ 0 92,000 92,000

計 0 276,048 276,048

現場事業所
など移転
（４箇所）
に伴う売却

 
関
係
各
課

①環境業務課分室
   （緑ヶ丘・
   812.04㎡）
   …環境業務課管
      理。
②環境保全課分室
   （八ヶ崎・
   305.73㎡）
   …環境保全課管
      理。
③資材置場
   （馬橋・
   770㎡）
   …道づくり課管
      理。
④道路維持課分室
   （緑ヶ丘・
   148.62㎡）
   …道路維持課管
      理。

①平成１６年度処
分予定。
②平成１６年度処
分予定。
③平成１９年度処
分予定。
④平成１６年度処
分予定。

未利用財産
（11箇
所）の売却

 
関
係
各
課

①寄付地
   （八ヶ崎・
   522.21㎡）
   …管財課管理。
②保留地
   （幸田・
   1264.31㎡）
   …管財課管理。
③寄付地
   （那須・
   7845.5㎡）
   ２箇所
   …管財課管理。
④道路残地
   （胡録台・
   380.35㎡）
   ６箇所
   …道づくり課管
      理。
⑤病院財産
   （千駄堀・
   410㎡）
   …市立病院管
      理。

①平成１６年度処
   分予定。
②平成１７年度処
   分予定。
③平成１８年度処
   分予定。
④平成１８年度処
   分予定。
⑤平成１９年度処
   分予定。

59

60

事
業
費

一
般
財
源
等

事
業
費

一
般
財
源
等
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（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ － － －

ｈ１７ － － －

ｈ１８ － － －

ｈ１９ － － －

計 － － －

ｈ１６ 0 0 0

ｈ１７ 0 19,446 19,446

ｈ１８ 0 0 0

ｈ１９ 0 0 0

計 0 19,446 19,446

ｈ１６ － － －

ｈ１７ － － －

ｈ１８ － － －

ｈ１９ － － －

計 － － －

ｈ１６ 0 241,626 241,626

ｈ１７ 0 765,646 765,646

ｈ１８ 0 369,445 369,445

ｈ１９ 0 253,250 253,250

計 0 1,629,967 1,629,967

雨水幹線残
地（６箇
所）の売却

 
下
水
道
普
及
課

①二ツ木雨水幹線
   （新松戸・
   86㎡）
   …下水道普及課
      管理。
②前田川雨水幹線
   （中和倉・
   323.17㎡）
   ４箇所
   …下水道普及課
      管理。
③東部雨水幹線
   （五香西・
   77㎡）
   …下水道普及課
      管理。

①平成１７年度処
   分予定。
②平成１７年度処
    分予定。
③平成１７年度処
   分予定。

歳　入 － 5事業 －

事
業
費

一
般
財
源
等

資
産
の
有
効
活
用
　
小
計

61

事
業
費

一
般
財
源
等
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 １ 事業の再構築 

  ５）その他（経費・コストの縮減） 

 （単位：千円）

ｈ１６ -9,580

ｈ１７ -8,558

ｈ１８ -14,987

ｈ１９ -9,406

計 -42,531

ｈ１６ -11,953

ｈ１７ -16,593

ｈ１８ -19,614

ｈ１９ -19,017

計 -67,177

ｈ１６ -81,885

ｈ１７ -89,563

ｈ１８ -82,129

ｈ１９ -88,382

計 -341,959

ｈ１６ -33,508

ｈ１７ -42,398

ｈ１８ -42,000

ｈ１９ -43,674

計 -161,580

一
般
財
源
等

一
般
財
源
等

削減目標額
区
分

一
般
財
源
等

一
般
財
源
等

総務企画本部

①市民の意識・意見調査
②人口動向推計
③総合計画の目標管理
④広域行政の推進
   （政策調整課）
⑤男女共同参画社会づく
   り
   （女性センター）
他

①社会福祉協議会運営費
   補助
②夜間急病診療事業
   （企画管理室）
③高齢者保健福祉計画策
   定
   （高齢者福祉課）
④介護保険事業計画策定
   （介護支援課）
他

①共同事業支援
②梨を活用した交流
③観光協会運営
   （商工観光課）
④水田農業経営確立対策
   （農政課）
⑤清掃協議会関係
   （環境計画課）
⑥排出ガス規制指導
⑦酸性雨分析
⑧音環境啓発
⑨公共用水域水質調査
   （環境保全課）
他

①庁舎管理
②自動車関係費用
   （管財課）
③市税過誤納還付金
   （収納課）
他

健康福祉本部

市民環境本部

主な事業 年度

64

65

62

№ 所管

63 財務本部
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（単位：千円）

ｈ１６ -75,671

ｈ１７ -74,441

ｈ１８ -74,168

ｈ１９ -75,242

計 -299,522

ｈ１６ -2,317

ｈ１７ -2,317

ｈ１８ -2,421

ｈ１９ 2,140

計 -4,915

ｈ１６ -190,544

ｈ１７ -190,544

ｈ１８ -190,545

ｈ１９ -190,545

計 -762,178

ｈ１６ -405,458

ｈ１７ -424,414

ｈ１８ -425,864

ｈ１９ -424,126

計 -1,679,862

一
般
財
源
等

一
般
財
源
等

一
般
財
源
等

一
般
財
源
等

削減目標額
区
分

主な事業 年度

68

67

66 都市整備本部

①都市景観推進
   （企画管理室）
②都市計画決定
   （都市計画課）
③市営住宅使用料収納
   （住宅課）
他

№ 所管

７事業（本部）

そ
の
他
　
小
計

歳出

①教育機関等の需用費
   （修繕費・光熱水費・
   備品等）
②文化振興財団事業費補
   助
③幼児教育の民間支援事
   業
他

①消防センター整備
   （企画管理室）
②車両装備の高規格化
   （警防課）
他

消防局

生涯学習本部
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 １ 事業の再構築（計） 

   
（単位：千円）

№ 事業名称
所
管
具体的な事業内容 改善・改革の内容

区
分
年度 当初額 変更額 増減額

ｈ１６ － － －

ｈ１７ － － －

ｈ１８ － － －

ｈ１９ － － －

計 － － －

ｈ１６ 0 681,470 681,470

ｈ１７ 0 1,268,914 1,268,914

ｈ１８ 0 933,522 933,522

ｈ１９ 0 879,236 879,236

計 0 3,763,142 3,763,142

ｈ１６ 12,704,595 11,321,543 -1,383,052

ｈ１７ 11,584,706 9,707,672 -1,877,034

ｈ１８ 11,962,632 9,437,784 -2,524,848

ｈ１９ 12,042,173 9,247,226 -2,794,947

計 48,294,106 39,714,225 -8,579,881

ｈ１６ 9,178,303 8,114,458 -1,469,303

ｈ１７ 8,979,314 7,534,607 -1,869,121

ｈ１８ 8,866,972 7,226,833 -2,066,003

ｈ１９ 8,801,400 7,220,271 -2,005,255

計 35,825,989 30,096,169 -7,409,682

ｈ１６ -1,383,052

ｈ１７ -1,877,034

ｈ１８ -2,524,848

ｈ１９ -2,794,947

計 -8,579,881

ｈ１６ -2,150,773

ｈ１７ -3,138,035

ｈ１８ -2,999,525

ｈ１９ -2,884,491

計 -11,172,824

計 － ６８事業 －

－

歳　出
－ ５７事業 －

事
業
の
再
構
築
　
中
計

事
業
費

一
般
財
源

事
業
費

一
般
財
源

事
業
費

一
般
財
源

歳　入
－ １１事業
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 ２ 総人件費の抑制 

  １）人件費の見直し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ２）事業の合理化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総人件費の抑制（計） 

 

（単位：千円）

№ 区分 年度 合計

ｈ１６ -450,000

ｈ１７ -450,000

ｈ１８ -450,000

ｈ１９ -450,000

計 -1,800,000

一
般
財
源
等

主な事業

69

各種手当等の見直し
①調整手当
②退職手当
③通勤手当
④特殊勤務手当
⑤高齢者の昇給停止
⑥出張旅費
⑦住居手当

他

（単位：千円）

№ 区分 年度 合計

ｈ１６ -180,180

ｈ１７ -723,783

ｈ１８ -953,227

ｈ１９ -1,108,032

計 -2,965,222

主な事業

①市共済（福利厚生）業務（一部を外部の専門業者に
　委託）
②広報まつど編集業務（一部を民間委託）
③公用車運転業務（一部委託・一部廃止）
④庁舎案内業務
⑤北山会館（会館業務の一部を委託）
⑥公立保育所（一部を社会福祉法人又は民間企業に委
　託）
⑦のぞみ学園（運営を社会福祉法人に委託）
⑧生きがい福祉事業団（委託・職員派遣の見直し）
⑨福祉公社（委託・職員派遣の見直し）
⑩小学校調理業務の委託
⑪学校事務の標準化・効率化
他

70

一
般
財
源
等

（単位：千円）

№ 区分 年度 合計

ｈ１６ -630,180

ｈ１７ -1,173,783

ｈ１８ -1,403,227

ｈ１９ -1,558,032

計 -4,765,222

一
般
財
源
等

主な事業

＜歳出＞２事業

総
人
件
費
の
抑
制
　
中
計
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 ３ 財政調整機能の発揮 

  １）基金の活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ２）予算編成による全体調整 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財政調整機能の発揮（計） 

 

 

（単位：千円）

№ 区分 年度 合計

ｈ１６ 2,058,000

ｈ１７ 253,000

ｈ１８ 1,671,000

ｈ１９ 2,531,000

計 6,513,000

71

＜歳入＞

○財政調整基金の活用
　　・平成14年度末（現在高）
         …4,514,493千円

○土地開発基金の活用
　　・平成14年度末（現在高）
　　　①土地：2,800,497千円
　　　②現金：1,999,503千円

主な事業

一
般
財
源
等

（単位：千円）

№ 主な事業 区分 年度 合計

ｈ１６ -124,293

ｈ１７ -123,997

ｈ１８ -124,502

ｈ１９ -123,591

計 -496,383

＜歳出＞

各年度の予算編成時において調整を図る。

72

一
般
財
源
等

（単位：千円）

№ 区分 年度 合計

ｈ１６ -2,182,293

ｈ１７ -376,997

ｈ１８ -1,795,502

ｈ１９ -2,654,591

計 -7,009,383

財
政
調
整
機
能
の
発
揮
　
中
計

＜歳入＞１事業

＜歳出＞１事業

主な事業

一
般
財
源
等
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Ⅵ 松戸市行財政改革専門家会議（概要・提言） 
１ 概要 
① 会議の概要 

・設置年月日 平成１５年６月１３日（金） 

（設置期間） 平成１５年６月１３日から平成１６年３月３１日 

・設 置 根 拠 松戸市行財政改革専門家会議設置要綱（平成１５年５月１日施行） 

・設 置 目 的 総合計画の着実なる進捗を支援するとともに、社会経済環境の変化 

に柔軟に対応できる新たな行財政運営への転換を図るため、本市の 

行財政運営の問題・課題を審議し、市長に提言する。 

 

② 会議の構成員（６名） 

職 氏名 現職 備考 

委員長 
古川
ふるかわ

俊一
しゅんいち

 
筑波大学社会工学系教授 ・総務省行政評価研究会座長 
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研究委員兼主任研究員 

・元日本経済新聞社論説委員 

土屋
つちや

晴行
はるゆき

 
公認会計士 

不動産鑑定士 

中小企業診断士 

・前松戸市財政改革専門家会議委員 
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※敬称略・五十音順 

 

③ 会議の開催状況 

区分 年月日 時間 

委嘱状交付式・第１回 平成１５年 ６月１３日（金） 午後５時３０～７時３０分 
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提言      １１月１０日（月） 午後２時～ 

 



 

 

＜提言＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

松戸市の転換に向けて 

～市役所の自己変革～ 
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はじめに  

 

 松 戸 市 の 財 政 見 通 し で は 、 大 型 の 公 共 事 業 を 除 い て も 、 平 成 １ ６

年 度 か ら １ ９ 年 度 の ４ 年 間 に 約 ２ ０ ０ 億 円 余 り の 一 般 財 源 の 不 足 が

見 込 ま れ て お り 、 現 行 サ ー ビ ス を 維 持 す る こ と す ら 難 し い 状 況 に な

っ て い る 。  

 こ れ ま で 、 経 済 成 長 に よ る イ ン フ レ 効 果 に よ り 税 収 増 や 実 質 的 な

債 務 の 減 少 な ど を 背 景 に 、 本 来 行 政 以 外 で も 対 応 可 能 な 領 域 ま で 行

政 が 守 備 範 囲 を 拡 大 し て き た 結 果 で あ る 。  

 し か し 、 経 済 活 動 が 長 期 に わ た り 停 滞 し 、 デ フ レ か ら の 脱 却 の 道

筋 も 見 え に く い 中 、こ れ ま で の よ う に 財 源 不 足 を 解 消 す る た め に「 増

税 や 使 用 料 等 の 値 上 げ に よ る 歳 入 増 」「ア ウ ト ソ ー シ ン グ な ど に よ る

コ ス ト の 圧 縮・削 減 に よ る 歳 出 減 」「債 務 の 繰 延 べ 」な ど の 一 般 的 な

方 策 で の 対 応 は 限 界 で あ り 、 今 ま で の 行 政 の 考 え 方 や 方 法 を 根 本 的

に 転 換 せ ざ る を 得 な い こ と は 明 ら か で あ る 。  

 あ わ せ て 、 地 方 分 権 や 三 位 一 体 の 改 革 な ど 、 従 来 以 上 に 地 方 自 治

体 の 財 政 面 で の 自 立 が 求 め ら れ て お り 、 そ の 要 請 に 応 え ら れ な い 自

治 体 が 近 い 将 来 財 政 破 綻 に 陥 る 可 能 性 も 否 定 で き な い 。  

 他 方 、 地 方 自 治 体 と 住 民 の 関 係 も 単 な る 行 政 サ ー ビ ス の 供 給 者 と

受 け 手 と い う も の か ら 、 新 し い 協 働 の 関 係 、 い わ ば パ ー ト ナ ー シ ッ

プ を 構 築 す る こ と が 求 め ら れ て い る 。  

 こ の よ う な 状 況 の 中 で 、 松 戸 市 が 安 定 的 ・ 持 続 的 な 発 展 を 遂 げ る

た め に は 、 一 般 財 源 の 不 足 解 消 を 含 め 、 直 面 す る 問 題 を 早 急 に 解 決

す る と と も に 、 将 来 を 見 通 し た 確 固 た る 市 政 の 運 営 基 盤 を 作 り 上 げ

て い く こ と が 重 要 で あ る 。  

以 上 の よ う な 認 識 に 立 ち 、 こ れ か ら の 新 た な 行 政 運 営 を 実 現 す る

に あ た り 必 要 な こ と に つ い て 提 言 す る も の で あ る 。  
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１．提言の背景  

 

①  新 た な 行 政 運 営 の 潮 流  

 地 方 分 権 は 、 平 成 ７ 年 に 制 定 さ れ た 地 方 分 権 推 進 法 に 基 づ き 進 め

ら れ 、 平 成 １ ２ 年 ４ 月 に は 「 地 方 分 権 一 括 法 」 が 施 行 さ れ 、 機 関 委

任 事 務 が 廃 止 さ れ る な ど 、国 と 地 方 の 関 係 が「 上 下・主 従 」か ら「 対

等 ・ 平 等 」 な も の に な っ た 。  

そ の 後 も 、 よ り 理 想 的 な 地 方 自 治 を 目 指 し て 、 地 方 分 権 改 革 推 進

会 議 、 地 方 制 度 調 査 会 、 経 済 財 政 諮 問 会 議 な ど が 議 論 を 進 め 、 国 庫

補 助 負 担 金 削 減 ・ 税 源 移 譲 ・ 地 方 交 付 税 改 革 を め ぐ る 「 三 位 一 体 の

改 革 」 な ど に つ い て 答 申 が 出 て い る 。  

ま た 、「 経 済 財 政 運 営 と 構 造 改 革 に 関 す る 基 本 方 針 ２ ０ ０ ３ （ 注

１ ）」 の 中 で 、「 官 か ら 民 へ 」、「 国 か ら 地 方 へ 」 の 考 え 方 の 下 、 地 方

の 権 限 と 責 任 を 大 幅 に 拡 大 し 、 国 と 地 方 の 明 確 な 役 割 分 担 に 基 づ い

た 自 主 ・ 自 立 の 地 域 社 会 か ら な る 地 方 分 権 型 の 新 し い 行 政 シ ス テ ム

を 構 築 し て い く 必 要 が あ る と し て い る 。  

こ れ ら に 対 応 す べ く 、 各 地 方 自 治 体 に お い て は 、 評 価 シ ス テ ム や

ニ ュ ー ・ パ ブ リ ッ ク ・ マ ネ ジ メ ン ト な ど の 手 法 の 導 入 を 図 り 、 行 政

運 営 の 転 換 を 模 索 し て い る 。  

 

②  地 方 自 治 体 の お か れ て い る 状 況  

 こ れ ま で の 地 方 自 治 体 は 、 戦 後 の 急 激 な 経 済 成 長 に よ り 、 財 源 が

増 大 し 、 本 来 行 政 以 外 で も 対 応 可 能 な 領 域 ま で 守 備 範 囲 を 拡 大 し た

た め 、 住 民 の 行 政 依 存 が 高 ま っ て し ま っ た こ と も 否 め な い 。  

現 在 、 税 収 が 漸 減 し て い る 一 方 、 少 子 ・ 高 齢 化 の 影 響 に よ り 福 祉

な ど 社 会 保 障 関 連 へ の 需 要 が 増 大 し て い る 。 こ れ に 対 応 す る た め 、

投 資 的 経 費 を 大 幅 に 削 減 し て い る 状 況 に あ る 。  

 ま た 、 地 方 自 治 体 は 、 住 民 に 直 接 サ ー ビ ス を 供 給 す る 主 体 と し て

政 策 形 成 か ら 事 業 執 行 ま で 一 括 し て 行 っ て き た 。 し か し 、 事 業 の 方
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針 や 効 率 性 な ど に 対 す る 不 満 も 根 強 い こ と か ら 、 透 明 性 が 高 く 、 柔

軟 で 自 立 的 な 行 政 運 営 へ の 転 換 を 求 め ら れ て い る 。  

 

③  松 戸 市 政 の 努 力  

 松 戸 市 は 、 よ り 効 率 的 ・ 効 果 的 な 経 営 主 体 と な る た め に 、 平 成 ７

年 の 「 行 政 リ ス ト ラ 実 施 計 画 」、 平 成 １ ２ 年 の 「 財 政 改 革 計 画 」「 組

織 改 革 」「評 価 シ ス テ ム の 導 入 」な ど 早 く か ら 経 営 改 革 に 向 け て 積 極

的 な 推 進 を 図 っ て い る 。  

加 え て 、 総 合 計 画 に 目 的 ・ 指 標 ・ 目 標 値 を 設 定 す る こ と や 、 行 政

サ ー ビ ス の 全 貌 が 鳥 瞰 で き る よ う に 政 策 目 的 体 系 図 を 作 成 す る な ど 、

よ り 住 民 に わ か り や す い 行 政 運 営 に 向 け て 先 駆 的 な 取 組 み を 行 っ て

い る 。  

ま た 、 市 政 全 体 と し て は 、 長 期 的 に は ま だ 予 断 を 許 さ な い 状 況 で

は あ る が 、 近 年 各 種 の 財 政 指 数 に 改 善 の 兆 し が 見 え て い る 。  

 

（ 注 １ ）  

平 成 １ ５ 年 ６ 月 ２ ６ 日 ・ 経 済 財 政 諮 問 会 議 （ 答 申 ）  

平 成 １ ５ 年 ６ 月 ２ ７ 日 ・ 閣 議 決 定  
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２．転換に向けた『３つの方策』  

 

 今 後 求 め ら れ る 地 方 自 治 体 は 、 柔 軟 で 自 立 的 な 組 織 に 転 換 を 図 り 、 さ

ら に 、 住 民 へ 行 政 情 報 を 積 極 的 に 開 示 ・ 説 明 す る こ と に よ り 透 明 性 を 高

め 、 住 民 が 関 与 し や す い 環 境 を 整 備 し て い く こ と が 必 要 で あ る 。 そ の 結

果 、 住 民 の 満 足 度 や 行 政 の 信 頼 度 も 高 ま っ て 行 く と 思 わ れ る 。  

 そ の た め に は 、 行 政 が 自 ら 率 先 し て 転 換 す る 姿 勢 を 示 す 必 要 が あ る 。

そ の た め の ３ つ の 方 策 を 提 言 す る 。  

 

（ １ ） 効 率 的 な 市 役 所 へ の 変 革  

 ま ず 、 行 政 活 動 を 「 効 率 的 か つ 効 果 的 な も の 」 に 転 換 す べ き で あ る 。

次 の よ う な 原 理 ・ 原 則 （ 注 ２ ） に 基 づ き 、 す べ て の 事 業 を 総 点 検 し 、 今

一 度 見 直 し を 図 り 、 継 続 的 な 改 善 ・ 改 革 活 動 を 実 施 す べ き で あ る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ ２ ） 経 営 シ ス テ ム の 確 立 と 持 続  

 「 効 率 的 な 市 役 所 へ の 変 革 」 を 支 え る た め の 「 新 し い 経 営 シ ス テ ム を

確 立 」 す べ き で あ る 。 分 散 し て い る 機 能 を 全 体 の Ｐ Ｄ Ｃ Ａ （ Ｐ ｌ ａ ｎ -

Ｄ ｏ -Ｃ ｈ ｅ ｃ ｋ -Ａ ｃ ｔ ｉ ｏ ｎ ） で 管 理 し 、 改 善 ・ 改 革 を 繰 り 返 し な が

ら 、 最 適 な も の を 目 指 し て 継 続 的 に 取 り 組 む こ と が 重 要 で あ る 。  

（ 注 ２ ） 行 政 活 動 の 原 理 ・ 原 則  

①  公 共 性 ： 公 的 機 関 が 充 足 す る に ふ さ わ し い 需 要 で あ る か  

②  公 平 性 ： 特 定 の サ ー ビ ス 対 象 者 を 排 除 し て い な い か  

③  透 明 性 ： 決 定 プ ロ セ ス が 明 確 で あ る か  

④  効 率 性 ： 納 得 が ゆ く よ う な コ ス ト 効 率 が 実 現 で き る か  

⑤  有 効 性 ： 事 業 効 果 が 適 切 に 見 込 め る か  

⑥  民 主 性 ： 納 税 者 の 合 意 が あ る か  

⑦  適 法 性 ： 各 法 令 に 適 合 し て い る か  

⑧  企 業 性 ： 経 営 改 善 が 常 に さ れ て い る か  
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あ わ せ て 、 必 要 な 情 報 を 説 明 ・ 提 供 で き る よ う に す べ き で あ る 。  

 

（ ３ ） 住 民 が 関 与 す る ま ち づ く り  

 市 役 所 内 部 の 変 革 に 合 わ せ 、 住 民 と の 新 た な 関 係 を 構 築 す る 必 要 が あ

る 。 そ の た め に は 、 従 来 に も 増 し て 情 報 を 積 極 的 に 公 開 し 、 透 明 性 を 高

め る こ と に よ り 、住 民 が 関 与 す る こ と が 可 能 な 状 況 を 整 備 し 、そ の 上 で 、

新 た な 住 民 と 行 政 の パ ー ト ナ ー シ ッ プ を 構 築 し て い く べ き で あ る 。  

 

 以 上 の ３ 方 策 を 含 む 戦 略 を 模 式 図 に し て み る と 、 次 の よ う に な る 。  
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「３つの方策」
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住民の満足度の向上 行政の信頼度の向上

「新たな行政運営」
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Ｐ

Ｄ Ｃ

Ａ
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協
議

目標

説明
相談

成果
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３．「効率的な市役所への変革」の実現  

 

（ １ ） 市 役 所 の 役 割 の 明 確 化  

 こ れ ま で の 地 方 自 治 体 は 、 経 済 成 長 に 合 わ せ て 、 行 政 の 守 備 範 囲

を 拡 大 し 、 本 来 住 民 自 身 が 行 う べ き も の や 行 っ て い た も の ま で も 対

応 し て き た 。 そ の た め 、 行 政 の 役 割 は 肥 大 化 し て し ま っ た 。  

 し か し 、 現 下 の よ う な 経 済 状 況 、 政 府 に よ る 制 度 改 革 な ど へ の 対

応 や 今 後 の 新 た な 需 要 へ の 対 応 を 図 る た め に は 、 真 に 住 民 に 必 要 な

行 政 へ 役 割 を 変 革 し な け れ ば な ら な い 。 さ ら に 、 将 来 を 踏 ま え 、 変

動 に 柔 軟 に 対 応 で き る 仕 組 み づ く り を 進 め る べ き で あ る 。  

 

＜ 今 後 、 取 り 組 む べ き も の ＞  

○  行 政 の 役 割 の 再 設 定 （ 守 備 範 囲 の 段 階 的 な 見 直 し ）  

 

（ ２ ） コ ス ト を 意 識 し た 行 財 政 運 営  

 現 在 の 行 政 サ ー ビ ス は 、 即 応 性 や 安 定 性 な ど に 重 点 を 置 い て い る

た め 、 コ ス ト 意 識 が 希 薄 化 し て い る 。 再 度 、 サ ー ビ ス の 過 不 足 や 偏

り な ど を 是 正 す る と 共 に 、「最 少 の 費 用 で 、最 大 の 効 果 」を 挙 げ る べ

く 効 果 の 最 大 化 と コ ス ト の 最 小 化 に 向 け て 、 規 制 緩 和 に よ る 民 間 市

場 へ の 開 放 や ア ウ ト ソ ー シ ン グ な ど に よ る 行 政 の ス リ ム 化 な ど を 積

極 的 に 取 り 組 む べ き で あ る 。 た だ し 、 民 間 市 場 へ の 開 放 や ア ウ ト ソ

ー シ ン グ に よ る サ ー ビ ス の 低 下 を 防 止 す る た め に 、 行 政 が 継 続 的 に

監 視 し て い く 必 要 が あ る 。  

 ま た 、 近 隣 団 体 や 類 似 団 体 な ど と の ベ ン チ マ ー ク を 活 用 す る こ と

に よ り 、 具 体 的 な 削 減 目 標 を 決 定 し 、 コ ス ト の 適 正 化 を 実 施 し て い

く べ き で あ る 。  

 

＜ 今 後 、 取 り 組 む べ き も の ＞  

○  サ ー ビ ス の 重 点 化 ・ 適 正 化  
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○  ベ ン チ マ ー ク を 活 用 し た コ ス ト の 適 正 化  

○  行 政 サ ー ビ ス の 民 間 市 場 へ の 開 放  

○  ア ウ ト ソ ー シ ン グ な ど に よ る 行 政 の ス リ ム 化  

 

（ ３ ） 受 益 と 負 担 の 明 確 化  

 現 在 の 行 政 サ ー ビ ス は 、 そ の 受 益 者 の 負 担 だ け で 成 り 立 っ て い る

こ と は 稀 で あ る 。 少 な く と も 、 サ ー ビ ス の 総 コ ス ト と 受 益 者 の 負 担

割 合 に つ い て は 、 受 益 者 の 視 点 だ け で は な く 、 一 般 の 納 税 者 の 視 点

で 、 積 極 的 に 議 論 し 、 受 益 と 負 担 の 関 係 が 明 確 に で き る よ う な 仕 組

み を 構 築 す べ き で あ る 。 ま た 、 特 定 の 団 体 等 へ の 負 担 を 軽 減 す る 減

免 に つ い て は 、 負 担 を 軽 減 す る の で は な く 、 利 用 に 対 す る 優 遇 な ど

で の 対 応 へ 転 換 す べ き で あ る 。  

 ま た 、 公 平 性 の 観 点 か ら も 未 納 者 に 対 す る 徴 収 は 一 層 の 強 化 を 図

る べ き で あ る 。  

 さ ら に 、 遊 休 資 産 や 既 存 施 設 の 有 効 活 用 を 図 る と 共 に 、 資 産 の 売

却 を 進 め 、 収 入 の 確 保 に 努 め る べ き で あ る 。  

 

＜ 今 後 、 取 り 組 む べ き も の ＞  

○  受 益 と 負 担 の 明 確 化 ・ 適 正 化  

○  収 納 率 の 向 上  

○  資 産 の 有 効 利 用 と 売 却 の 推 進  
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４．「経営システムの確立と持続」の実現  

 

（ １ ） 経 営 シ ス テ ム の 確 立  

 行 政 は 首 長 の 強 力 な リ ー ダ ー シ ッ プ に よ る ト ッ プ ダ ウ ン と 現 場 の 声 を

反 映 す る ボ ト ム ア ッ プ が 組 み 合 わ さ れ る と 共 に 、 組 織 の 要 と な る ミ ド ル

が 経 営 機 能 を 担 う こ と に よ っ て 、始 め て 効 果 を 発 揮 す る 。そ の た め に は 、

全 体 と し て の 経 営 シ ス テ ム が 必 要 と な る 。  

 新 し い 経 営 シ ス テ ム は 、 Ｐ Ｄ Ｃ Ａ の 各 段 階 を 踏 ん で い く 中 で 、 計 画 、

財 務 、 組 織 、 人 事 、 情 報 な ど の 各 機 能 を 共 通 の 原 則 に 基 づ い て 管 理 し 、

迅 速 に 意 思 決 定 が で き る こ と を 目 指 す べ き で あ る 。  

 各 機 能 を 統 合 す る に あ た り 、 基 本 的 な 方 向 性 を 示 す 。  

①  計 画 を 成 果 指 向 に 転 換  

利 用 可 能 な 資 源 が 限 定 ・ 縮 小 傾 向 に あ る 現 在 、 従 来 の よ う な 投 入 資 源

管 理 方 式 で の 対 応 は 困 難 で あ る 。 今 後 、 住 民 の 視 点 で 、 行 政 の 成 果 を 定

量 的 に 表 わ す 指 標 を 設 定 し 、 各 年 度 の 数 値 目 標 を 設 定 し て い く こ と が 必

要 で あ る 。 ま た 、 数 値 を 実 現 す る た め の 具 体 的 な 手 段 や プ ロ セ ス を 明 確

化 し て い く べ き で あ る 。  

②  柔 軟 な 予 算 制 度 の 構 築  

予 算 に は 、 統 制 機 能 、 管 理 機 能 、 計 画 機 能 が あ り 、 こ れ ま で は 統 制 機

能 に 重 点 が 置 か れ て き た 。 今 後 、 政 策 実 現 の 手 段 や プ ロ セ ス を 明 確 化 し

て い く た め に は 、 事 業 の 成 果 が 見 え る 括 り （ 単 位 ） に 変 換 し 、 よ り 住 民

に 近 い 事 業 部 門 で 決 定 で き る よ う に 、 予 算 の 枠 配 分 な ど を 検 討 し 、 成 果

を 問 う 方 式 に 転 換 す べ き で あ る 。  

③  機 能 的 な 組 織 の 構 築  

平 成 １ ２ 年 度 に 事 業 本 部 制 を 導 入 し 、「自 己 決 定・自 己 責 任 の 原 則 」に

基 づ き 、 意 思 決 定 の 迅 速 化 を 図 ろ う と し て き た が 、 組 織 階 層 の 多 さ や 権

限 委 譲 の 遅 滞 な ど に よ り 本 来 の 目 的 が 達 成 さ れ て い な い 。 新 た な 経 営 シ

ス テ ム の 確 立 に 合 わ せ 、 機 能 的 な 組 織 に 再 構 築 す べ き で あ る 。  
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④  情 報 の 集 約 と Ｉ Ｔ 技 術 の 活 用  

各 部 門 が 持 つ 業 務 情 報 を Ｉ Ｔ 技 術 の 活 用 に よ り 標 準 化 し 、 経 営 情 報 を

一 元 化 す る と 共 に 、 共 有 化 す べ き で あ る 。  

＜ 今 後 、 取 り 組 む べ き も の ＞  

○  ト ッ プ ダ ウ ン 、 ボ ト ム ア ッ プ の 提 案 の 仕 組 み  

○  総 合 計 画 を 始 め 各 種 計 画 を 成 果 指 向 に 転 換  

○  財 源 状 況 に 応 じ た 事 業 の 優 先 順 位 化 、 成 果 重 視 の 予 算 編 成  

○  機 能 的 な 組 織 へ の 再 構 築  

○  経 営 情 報 の 一 元 化 ・ 共 有 化  

 

（ ２ ） 組 織 体 質 と 人 材 の 強 化  

 今 後 の 地 方 自 治 体 は 、 強 い 組 織 へ の 転 換 と そ れ を 構 成 す る 人 材 の 能 力

を 引 き 出 し て い く こ と が 必 要 で あ る 。 そ の た め に は 、 組 織 や 人 材 の 士 気

を 高 め る た め の 施 策 を 積 極 的 に 導 入 し て い く べ き で あ る 。  

①  組 織 体 質 の 転 換  

こ れ か ら 求 め ら れ る 組 織 は 、 改 善 や 改 革 の 仕 組 み を 組 織 に 定 着 さ

せ 、「 学 習 す る 組 織 」 に 変 え て い く こ と で あ る 。「 学 習 す る 組 織 」 と

は 、 誤 り を お か さ な い 組 織 で は な く 、 誤 り の 原 因 を 早 期 に 発 見 し 、

是 正 の 措 置 を と る こ と が で き る 組 織 で あ る 。 そ し て 、 そ の 中 核 に は

責 任 が あ る 。 今 後 、 責 任 回 避 や 不 正 を 許 さ な い 風 土 ・ 体 質 の 醸 成 を

図 る と 共 に 、 一 定 の 実 績 や 成 功 に は 報 い る 仕 組 み を 構 築 し て い く べ

き で あ る 。  

②  人 材 の 強 化  

現 在 の 公 務 員 制 度 や 職 員 の 年 齢 構 成 の 歪 み を 劇 的 に 解 消 す る こ と は 不

可 能 で あ る た め 、 能 力 本 位 の 配 置 や 業 績 を 反 映 し た 処 遇 な ど 個 々 人 の 士

気 が 高 め ら れ る 仕 組 み を 構 築 す べ き で あ る 。  

＜ 今 後 、 取 り 組 む べ き も の ＞  

○  学 習 す る 体 質 ・ 風 土 へ の 転 換  

○  能 力 を 引 き 出 す 制 度 の 導 入 （ ポ ス ト の 公 募 、 プ ロ ジ ェ ク ト へ の 選 任 ） 
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５．「住民が関与するまちづくり」の実現  

 

 今 回 の 改 革 は 市 役 所 が 自 ら 積 極 的 に 行 財 政 運 営 の 変 革 を 図 り 、 住 民 と

新 た な 関 係 （ パ ー ト ナ ー シ ッ プ ） を 構 築 す る た め の 基 盤 を 確 立 す る こ と

に あ る 。 そ の た め の 第 一 歩 は 、 行 政 自 ら が 透 明 性 を 高 め 、 住 民 の 満 足 度

と 信 頼 度 を 上 げ て い く べ き で あ る 。  

 

（ １ ） 住 民 へ の 積 極 的 な 情 報 公 開  

 地 方 自 治 体 が ど れ ほ ど 変 革 し よ う と も 、 成 果 を 住 民 が 感 じ ら れ な け れ

ば 意 味 が な い 。 地 方 自 治 体 は 、 本 来 の 責 務 と し て 、 行 政 情 報 を 積 極 的 に

公 開 し 、 住 民 と 政 策 や 施 策 の 議 論 を 行 い 、 そ の 結 果 と し て 行 政 活 動 に 理

解 を 求 め て い く べ き で あ る 。  

＜ 今 後 、 取 り 組 む べ き も の ＞  

○  イ ン タ ー ネ ッ ト な ど に よ る 情 報 の 積 極 的 な 提 供  

○  住 民 と の 議 論 の 場 の 確 立  

 

（ ２ ） 住 民 へ の 迅 速 な 対 応  

 す ぐ や る 課 発 祥 の 地 で あ り 、 現 に 存 続 し て い る 松 戸 市 と し て 、 様 々 な

要 望 ・ 要 請 や 苦 情 な ど の 住 民 の 情 報 を 収 集 す る 努 力 と 迅 速 に 処 理 す る た

め の 循 環 機 能 を 導 入 し 、 行 財 政 運 営 に 反 映 し て い く た め の 内 部 シ ス テ ム

を 構 築 す べ き で あ る 。そ し て 、「打 て ば 響 く 市 役 所 」を 目 指 す べ き で あ る 。  

＜ 今 後 、 取 り 組 む べ き も の ＞  

○  住 民 の 声 に 対 応 す る 仕 組 み の 充 実・強 化（ 苦 情 窓 口 の 一 本 化 、情 報 化 ） 

○  対 応 手 続 き や 対 応 時 間 の 標 準 化  

 

（ ３ ） 住 民 の 関 与 す る 機 会 の 確 立  

 新 た な 住 民 の 関 与 方 法 と し て 、 パ ブ リ ッ ク ・ コ メ ン ト 、 パ ブ リ ッ ク ・

イ ン ボ ル ブ メ ン ト な ど 住 民 の 意 見 を 政 策 に 反 映 す る 制 度 を 導 入 す べ き で

あ る 。 ま た 、 補 助 金 な ど の 既 存 施 策 へ 第 三 者 の 視 点 で 関 与 で き る 制 度 な
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ど 住 民 の 意 向 を 反 映 さ せ る 仕 組 み に つ い て も 模 索 す べ き で あ る 。  

 

＜ 今 後 、 取 り 組 む べ き も の ＞  

○  パ ブ リ ッ ク ・ コ メ ン ト 、 パ ブ リ ッ ク ・ イ ン ボ ル ブ メ ン ト の 導 入  

○  補 助 金 等 の 第 三 者 機 関 に よ る 審 査  

 

 

６ ．実現にあたっての留意事項  

 

行 政 自 ら が 積 極 的 に 自 己 改 革 に 取 り 組 む た め に は 、 強 力 な リ ー ダ

ー シ ッ プ に よ る ト ッ プ ダ ウ ン と 、 そ れ を 支 え る 職 員 一 人 ひ と り の 意

識 改 革 が な け れ ば 実 現 す る こ と は で き な い 。  

ま た 、 自 ら が 積 極 的 に 改 革 し よ う と す る 火 種 を よ り 強 固 な も の に

す る た め に は 、 継 続 的 に 取 り 組 む 「 運 動 」 と し 推 進 し て い く べ き で

あ る 。  

今 後 、 新 し い パ ー ト ナ ー シ ッ プ を 構 築 し 、 開 か れ た 地 方 自 治 体 と

し て 新 し い 地 方 自 治 の 確 立 に 向 け て 改 革 を 推 進 す べ き で あ る 。  
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Ⅶ 市民からの「意見募集」結果等  
１ 意見募集期間と募集方法 
期間：平成１５年１１月２５日～１２月１０日（１６日間） 
  方法：郵便・ｅ－ｍａｉｌ・掲示板（ホームページ） 
 
２ 件数 
 
 
 
 
 
３ 内容（原文のまま掲載） 
●１. メール（来庁・電話２：記名） 
１、 この案は市民に「秘密裏」につくられたかのようです 
市役所内部に「行財政改革推進本部」と「行財政改革委員会」を設置し、さらに外部の

人による「行財政改革専門家会議」（以下「専門家会議」という）を設置して、そこから

の「提言」を受けて案を作ったとのことです。 
「推進本部」「委員会」「専門家会議」などを設置したということを、私は今回の広報で

始めて知りました。市の広報に載ってなかったからです。自分の住む市の財政が危機的

状況にあり、それを改革するというきわめて重要なことが、私たち市民に知らされてな

いということは、大変なことです。 
専門家会議は公開で行われたとのことですが、この会議のことが１回も広報に載せられ

なかったので、延べ１０人にしか傍聴されていません。事実上非公開の、市民にとって

「秘密裏」の会議でした。 
２、 わずか１５日間で市民からの意見を締め切るやり方は、専門家会議の提言にも反

しています 
１１月１０日に専門家会議の「提言」が市に出されました。そしてそれを受けて、わず

か１週間後の１１月１７日に財務本部は「改革案」をまとめました。そして｢提言｣と｢改

革案｣の両者が同時に市の広報に出されたのが１１月２５日です。その１１月２５日の広

報に、「市民の皆さん、意見を出して下さい。締め切りは（半月後の）１２月１０日です」

という慌しいやり方です。１５日間で意見を出せといわれても、行財政の素人である私

には、いくら努力しても不十分な意見しか出せません。 
専門家会議は、今後取り組むべき基本的方向として、「住民の関与する機会の確立」が

必要だとして、「パブリック･コメント」や「パブリック･インボルブメント」を提言して

います（広報２ページ中段）。その左側の用語解説には、【パブリック･コメント】･･･施

策立案過程において、検討段階の案を公表して意見を求めたうえで、それらの意見を参

考に意思決定を行っていく制度、とあります。また、【パブリック･インボルブメント】･･･

施策立案過程の当初段階で、広く意見を募る時間を確保し、寄せられた意見の調査･分析

を踏まえて、実施案の検討を進める制度、と書かれています。 
今回のような事実上「秘密裏」の改革案作成、そして広く市民から意見を聞こうとしな

媒体 来庁 電話 郵便 メール 掲示板 計
件数 0 4 3 4 19 30
＊電話には問合せ件数を含む
＊掲示板以外の同一人・同一内容は１件とする
＊掲示板（ホームページ）への書き込み件数
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いやり方は、この「提言」に真っ向から反するものではないでしょうか。 
３、 案の作り方が杜撰だ思います 
この案は専門家会議の「提言」を土台にして作られたということですが、「提言」自体が、

一般的、抽象的で日本中のどこの市町村にも適用できそうなものです。「専門家会議」と

いうからには、先ずはじめに松戸市の財政状況を具体的に分析し、その問題点を明らか

にする作業をするのが当然です。しかし答申を見ても、議事録を読んでも、それは一切

なされていません。これでは、もし私が大学教授なら、修士論文･博士論文はもちろん、

学部学生のレポートとしても落第点です。どこかの本を引き写したかのような抽象的な

ことが、いかにも専門家であるかのような言葉を羅列して述べられているだけです。 
その専門家会議の提言をうけてから、わずか１週間で改革案が纏められました。この

案は、提言をまともに議論して作られたものなのでしょうか。それとも、まともに議論

する必要のない提言だと考えたのでしょうか。何れにしても、提言を受けてからたった

１週間で纏めてしまうような杜撰な改革案策づくりも、松戸市を財政危機に陥らせる要

因になっているのではないでしょうか。 
４、 財政危機の原因とその教訓を明らかにすることが先決です  
「（松戸市総合計画）第 2次実施計画期間（２００４～２００７年度）で２００億円を超
える財源不足に陥る・・・・」とありますが、広報を見ても、「松戸市行財政計画(案)」-
公開用－を見ても、その積算根拠が明示されていません。またその数字が正しいとして

も、なぜそのような財政赤字を出すようになったのか、原因・理由が明らかにされてい

ません。原因が明らかでないことについて対策を考えることは困難です。一般に「対症

療法」といって、「無益な努力」の代名詞扱いにされています。行財政改革を立案するに

当たっては、財政赤字の原因を明らかにすることが先ず肝心だと考えます。 
とりわけ、減少傾向にあるとはいえ財政を大きく圧迫している市債の償還金と債務負

担行為の残高について、その原因をつくったこれまでの市政にメスをいれ、教訓を明ら

かにするべきです。そのことなしに市民へのサービス低下や、職員の給与引き下げ・リ

ストラなどだけに頼って財源不足を解消しようとするようなことであってはなりません。 
５、 数字が不明確です 
財源不足を改善するための「短期的改革」として、「事業の再構築」による削減目標額１

１１億円、それに「人件費の抑制」と「財政調整機能の発揮」を加えた改善額の総合計

が２２９億円になっています。しかし「事業の再構築」をする実施事業の項目を拾って

合計すると、５４億円にしかなりません。そして総合計は１７２億円です。食い違って

います。差額の５７億円は全く説明されていません。（広報には細目が載っておらず、合

計の１１１億円だけなので、食い違いがあることも不明確です） 
これで市民の意見を聞くのは如何なものでしょうか。 
６、「行財政改革」とは言いがたい、と思います 
「短期的改革」で現在挙げられている中身を見ると、最大が「基金の活用」の６５億円

です。基金の取り崩し、すなわち貯金の食いつぶしです。これを「財政調整機能の発揮」

と格好よく言っていますが、明細が示されている改革案の総合計１７２億円の３８パー

セントを占めます。また「資産の有効活用」と題されて、土地などの売却１６億円があ

げられています。この両者で８１億円、１７２億円の約半分です。 
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「基金」つまり貯金の取り崩し（食いつぶし）と市民の財産の売却、これで半分近くを

占めるような赤字対策は、「行財政改革」とは言えない、と思います。 
「基金は一切取り崩すな」とか「不要な資産でも一切売却するな」などと言うつもりは

ありません。やむを得なければ、慎重に検討して基金を取り崩すことはありうることで

す。また本当に不要な資産であるならば、有用で必要な資産に買い替えるのが本筋でし

ょうが、売却してお金に変えることもありうると思います。私は基金の取り崩しや資産

売却を安易にすることを戒めるべきであり、それらをやるにあたって「行財政改革」と

いう仰々しい名目をつけるべきではない、と言いたいのです。 
 
●２.電話（匿名） 
ＨＰ「掲示板」の活用について、期間が短いので意見交換にならないのでは？ 

 
●３.電話（匿名） 
資産の売却個所について（学校の統廃合は含まれているのか） 

 
●４.電話（匿名） 
広報で紹介のあった専門家会議の詳細をＨＰ上で見たいが見つからない。 

 
●５.電話（記名） 
専門家会議の提言内容はどの自治体にも通じることであり、具体的に市が関わってい

るということをどうするかという内容がないと、意見が出せない。 
 
●６.郵便（匿名） 
小金原の団地に住んでいますが支所の役人が多過ぎます。お客さんが少なくて窓口で

座っているだけの人が多く、半分に減らしていいと思います。毎年、定年で辞める人が

いますので、採用を減らしたらリストラをしなくても減っていきます。 
 
●７.郵便（記名） 
財政改善に向けて１つの考えを示します。市の持っている体育館に期限を設けて企業

名を付けて、その代償にお金を徴収するのです。アメリカの大きな公共の体育館ではト

ヨタセンターなどと名を変更して、企業からその広告料をとっています。石原都知事が

都バス、都地下鉄に広告を許可した例もあります。得る努力をして下さい。もちろん体

育館を売るのではない。 
 
●８.郵便（匿名） 
・ 「行政のスリム化」においては、トヨタ自動車の「改善」を取り入れて、日常的な業

務見直しをしてほしい。岐阜県各務原市で取り入れ成功 

・ 職員の通勤手当は、６ヶ月単位で支給すべし（６ヶ月定期は割引率大） 

・ 夜間に会議などに出た職員は翌日午前中に振り替えて休めるようにしたら残業代が

減るのでは 
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・ 広報やホームページ、市役所の車に広告を載せる 

・ 議員定数削減 

・ 県外視察の中止 

 
●９.メール（記名） 
職員削減と事業委託に反対です。北山会館民間委託についても反対します。（同一・同

内容１５通） 
 
●１０.メール（匿名） 
 11 月２５日の「広報まつど」を見て、そこに今回の行財政改革案について、市民から

の意見を求めるとあったので、メールいたしました。 

まずその記載されていた、行財政改革案を読んだ感想から言わせてもらえば、記事を載

せるスペースの問題もあるのでしょうが、具体的なところが示されておらず、結局まだ

具体的な見通しがはっきり立っていないようにも感じました。たとえば「市街地再開発

推進事業の見直し」などといわれても、具体的にどのようなことが念頭に置かれて、そ

のようにいわれているのかわかりません。もうすこし具体例をはっきり示していただき

たかったと思います。(市民の求めているのは、そうした情報公開だと思います。あいま

いな形では、どれだけ公開したところで、市民にとってはあまり意味をなさないと思い

ます。) 

そこで次に行財政に関する具体的な要望をいわせてもらうと、 

①特に今挙げた「市街地再開発推進事業の見直し」ということに当ると思うのですが、

駅付近の駐輪場の拡張――つまりもっと沢山とめられる、立派な駐輪場を作って欲しい。

特に新松戸の場合、駅近辺の駐輪場は昼前にはいっぱいになってしまうため、別の駐輪

場にまわされてしまうのだが、その駐輪場は駅からあまりに遠すぎる。あれでは、自転

車に乗っていく意味がない。美化のため駅前に自転車を無断でとめるなというならば、

まずそこにちゃんとした集容量のある駐輪場を作ってからいうべきではないか。また駐

輪場もできればタダにしてもらいたい。本当に無断駐輪をなくし駅前の美化をはかりた

いのならば、何よりも先ずそうするべきだろう。ともかくこの街は、自転車を使う者が

多いにもかかわらず、それに対してあまりにも配慮がないと思う。(ちなみに以前、私は

駅前の病院に自転車で行って、その病院に駐輪場がなく、仕方なくその前の路地に自転

車をとめておいたら、帰ってきた時には自転車が撤去されており、罰金を取られた。納

得できなかった。そのとき、こんなに自転車を乗る者に対して配慮のない街はないと思

った。) 

またもう一つ要望を言わせてもらうと、 

②図書館や青少年会館などに、パソコンを使える場所を作って欲しい。また松戸市の図

書館は、インターネットでその蔵書を知ることができない。これに象徴されているよう

に、現在のパソコン利用者の急増に対して、松戸市は他の千葉県の市に比べて対応が遅

れていると思う。文化的な都市をめざすなら、もう少しそのあたりを見直して欲しい。  

以上の点について、松戸市の行財政の改革を、一市民として強く望みます。 

よろしくご検討くださりますよう、せつに、お願い申し上げます。 
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●１１.メール（記名） 
 最近市民・ＮＰＯと行政とのパートナーシップが囁かれ、一市民として大いに関心が

あり、千葉県、松戸市のパートナーシップフォーラムにも積極的に参画していますが、

今一つ有識者・評論家の提言は問題の指摘は鋭いが、対応、対策には実行に乏しいきら

いがあり、ここは行政が市民に現状を分かり易く説明し、行政と地域住民がじっくり話

し合い、検討し対応、対策を練って協働した方が良いのではと思い、つたない提言をし

てみたいと思います。又最近市の HP で行財政改革、教育改革を個々に提言を求めてい
ますが、最早縦割り行政での対応策は限界にあり、ここは統合的アプローチが必要では

とメールする次第です。 
提言 
まづ下記前提を市民と認識・共有する（松戸市の実態を分かり易く説明） 
１．なぜ今市民と行政とののパートナーシップ（協働）が必要なのか財政危機：これか

ら国には頼れない、自治体の自立 
１）従い税収の確保と経費の削減が不可欠 
２）従来の事業からの税収は多く望めない又福祉、環境、地域活性化、まちづくり、

文化・芸術、社会サービスの分野で市民のニーヅは多様化、多元化し、これには

従来の利益追求型企業では対応出来ない 
３）社会サービス、公共サービスの分野でも市民のニーヅは多様化、多元化、これに

は従来の硬直的行政では対応できない 
４）その為に税収をどう上げ、社会的コストをどう下げるか 
２．そこで市民・ＮＰＯと行政とのパートナーシップで新しい形での地域振興、活性化

（地域産業支援、新地域産業創出、まちづくり）、雇用吸収と社会サービスの維持、充

実、創出を試みる必要性がある 
１）その場合、収益事業（委託事業、新規事業）と医療、介護、福祉分野の支援事業

の支援策を区分する 
２）営利事業では立ち上げにくい案件、自治体、企業が立ち上げにくいが県民ニーヅ

の高い事業を地域ビジネス、ベンチャー起業支援、中小企業支援として県民、自

治体、地域中小企業が連携しインキュベーター的事業として取り組み事業型 NPO
（財源の内事業収入が一定以上の割合を占める NPO）として地域振興、活性化、
雇用吸収を計る 

３．以上より行政が事業型ＮＰＯ法人設立を積極的に支援することで 
１）ＮＰＯ法人と地域振興 
２）ＮＰＯ法人とコミュニティビジネス 
３）ＮＰＯ法人と行政とのパートナーシップを考える 
４）特にコミュニティビジネスを積極的に検討、推進する事によって地域振興につな

がり、地域通貨によって市場経済では取り引きされにくい教育、福祉、環境の財

やサービスに介在できるようになり、行政とのパトナーシップも広がっていくと

思う 
５）その為にはＮＰＯスタッフの人材確保が急務・不可欠（企画、営業、会計、経営・

運営分野等）。NPO 活動は多様な財源、多様な人材の参画形態から成り立つ。特
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に松戸市は東京近郊という事で定年退職者が増えていると思うが、知恵と経験活

用とコストの削減の意味でも積極的に活用すべきと思う 
６）その為に松戸市のＮＰＯ活動の抱える問題点を提示（零細、脆弱な収入構造、人

材育成の遅れ、経営戦略の欠如で経営基盤が弱い）、どんな NPO があり、自分の
関心や問題意識に会った団体はどこか、そこで必要とされている能力、役割は何

か等情報を積極的に市民に紹介すると共に、ＮＰＯ事業に関心ある市民がメー

ル・電話・Fax・意見交換会等を通じ積極的に、気安く企画、立案、運営に意見交
換・討論し、参加する側と受け入れる側とのマッチングの「場」があると良いと

思う（シルバー人材センター、NPO支援センターの有効活用） 
 
●１２.掲示板（匿名） 
 果たして本当に参考にしてくださるのかどうかはわかりませんが、せっかくできた掲

示板ですから、投稿するとしましょう。 
（案）をざっと見ましたが、一市民の私には今ひとつピン、と来ません。けれど、もっ

と具体的な計画が出てきたら「えーっ！」と驚かされるのではないか、といやな予感も

します（懐疑的ですみませんが）。 
 ところで、具体的に、私が感じる無駄だなぁ、ここを節約したら、と思っているもの

をあげてみます。 
①公共の建物（少中学校も含む）の水道に節水コマを取り付ければ、水道代は減るでし

ょう。もちろん、庭の水撒きなどある程度水量が必要なところには取り付けません。 
②選挙管理委員会の投票啓蒙選挙カー。あれで投票率が上がるとは思えません。車の維

持費もかかるでしょう。宣伝している方は選挙管理委員会の方？きれいな服を着ている

女性の方はアルバイト？アルバイトならやらなければ人件費も浮きますね。不在者投票

の時に配る花の種も、お金がかかるなら不要だし（蒔く時期と投票時期も合わないし）、

投票所でもらえる風船もいりません。「行財政改革のため、おまけをつけません」と周知

すれば済むことです。 
 反対に。高齢者福祉課、介護福祉課、障害者福祉課の財政改革は、弱者の方を対象と

しているだけに、サービスを削らずにコストのみを減らす方向にしたほうがよいのでは

ないかと思います。また、教育施設課の学校大規模耐震事業計画の見直しは具体的な内

容は分からないまでも、将来を担う子どものためにきちんと耐震事業は続けていってほ

しいと思います。 
 
●１３. 掲示板（匿名） 
中期、長期の内容についてはあまりに抽象的で意見のいいようがありません。短期に

ついてはやはり人件費ダウンと職員の削減をメインにするしかないと思います。一般論

として民間はそこからはじめますよね。職員の方にも生活があるのであまり無理はいえ

ませんが、現状の平均年収があまりに高いのであのレベルの削減では民間企業では通用

しないように思います。あと、ＩＴの掛け声が多い割に未だに各種手続きが自動化しな

いのもとても不思議です。これだけで職員削減の大きな原動力になると思います。つい

でに解りやすいところで市長は公用車を使わないと宣言してみたらいかがでしょう？そ
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うすれば多少なりとも本気なんだなーと市民も感じることができるように思います。 
 
●１４. 掲示板（匿名） 
私は生まれも育ちも松戸です。特に魅力を感じるわけではありませんが、可も不可も

ないような気がします。サラリーマンとして１５年以上も働き、十分税金を納めている

つもりです。仕事として経営改革を積極的に行う部署に長くいますと、大変甘いと感じ

ます。やはり人員整理、不採算部門の整理は必要であります。行政のことはあまりわか

りませんが、このままでは顧客が逃げるのもいたしかたないと思います。やはり、税金

を納めてくれる人が最大の顧客であり、その収益で社会貢献が必要な部分に配分すべき

であると思います。自分も自己利益を最優先したいところですが、市という大きな組織

の構成員としては、そればかりでは成り立ちません。市役所も市民ももう一度足元から

見直してください。 
 
●１５. 掲示板（匿名） 
サークルで市民センターを良く使いますが公共施設の使用料が不当に安すぎると思い

ます。冷暖房や清掃も行き届いた部屋に対する対価が何百何十円というのは時代錯誤で

す。民間施設であれば数千円かかるものです。公民館や図書館も無料で良いとは思いま

せん。市の収入としては僅かでしょうがこの辺から受益者負担意識を高めるべきだと思

います。これまで料金改定に着手してこなかった担当の方々や市長さんに猛省を促しま

す。 
 
●１６. 掲示板（匿名） 
皆さん、市職員の夏期ボーナス額をご存じですか？平均９８万円ですよ、平均で！こ

れを踏まえてご意見を述べさせていただきます。人件費の削減４７億円は簡単なことな

のです、約４３００人の職員給与を月当たり５万円下げ、１回のボーナス額を３０万下

げると年間５１．６億円削減できるのです。その上に支所に多く見られる何もしないで

ブラブラしている余剰職員や質問に返答もできない縁故入所職員を３００人解雇すれば、

すぐに解決することなのです。民間ではそれらの方々は絶対に通用しない方々です。私

は他の市町村から松戸市に越してきた人間です、松戸市職員や議員並びに市に関連する

職に就いている方々、あなた方のおやりになっている事は井の中の蛙に他ならないと思

います。もっと他の所の市などの実状を把握し、反省して頂きたい。 
 
●１７. 掲示板（匿名） 
節約は大いにして欲しいですね。私が日ごろ「もったいないなぁ」と思っているのは

支所、市民センターの冷暖房の効き過ぎな所。夏は震えが来るほどキンキンに冷えてい

て冬はのぼせてしまうほど暑いです。自分の家だったり民間企業だったら「節約」する

んでしょうがどうも「どうせ自分達のお金じゃないし」という考えのように思えてなり

ません。今年の電気不足危機の時でさえ控えている様子は無かったし・・・。職員全員

の意識改革を先に行った方がよろしいんではないでしょうか。 
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●１８. 掲示板（匿名）：（17:返信） 
返信というか、同意見です。ちょっと出掛けると必ず見かける市の車。多すぎないで

すか？大型のバンに１人ゆうゆうと乗っているのを見ると無駄を感じます。選挙の日は

職員に？万も手当てがつくと聞いたこともあります。パトロールの車に乗っている人は

委託と聞きましたが、事件を発見しても手出しが出来ないのでは役にたちません。警官

を増やしてほしいです。それにしても、案の内容がわかりにくいです。見直し、見直し

って具体的にどういうことなのか、説明が足りな過ぎます。 
 
●１９. 掲示板（匿名）：（17:返信） 
一般市民様。こんなページを見つけました。松戸市トップページ >>デジタル資料館 

>>計画・構想 >>松戸市役所 エコオフィス行動プラン  
計画はあるみたいです。実施されているかどうかは、よくわかりませんね。「市内出張は

なるべく公用自転車を利用する」ってありますが、自転車に乗っている市役所の方を見

たことありますか？今度、注意してみてみよう。 
 
●２０. 掲示板（匿名）：（19:返信） 
早速拝見しました。なんだかあたりまえすぎて笑っちゃうような内容もあり、そんな

ことさえ出来ていなかったのか、文書化して配らないといけないようなことなのかとつ

くづく税金を無駄遣いしてきたんだなぁと思いました。でもこれから改善される事を期

待しましょう！でも一言言わせて貰えば市民オンブズマンじゃないけど抜き打ちでチェ

ックなんかしてプレッシャーを与えたい気分です。 
 
●２１. 掲示板（匿名）：（17:返信） 
私も節約には大賛成！いまどき、冷暖房の効き過ぎなんて、めずらしいです。一般家

庭でも設定温度の調整はこまめにやっていますのに。でも・・・一番の節約してほしい

のは、やはり、人件費と職員数じゃないでしょうか？あ、これは‘節約’ではなく‘削

減’でしたね。 
 
●２２. 掲示板（匿名） 
一市民です。計画案について拝見しましたが、松戸市も他と同じでやっぱり苦しいん

だなと感じました。ただ、苦しい、苦しいだけ言って市民にだけ負担を求めるのであれ

ば反対ですが、この計画は「中長期的な改革」とやらをやれば市民に迷惑をかけない松

戸市に生まれ変わるという宣言ととっていいのでしょうか。そう言う意味ならば、必ず

実行して生まれ変わった松戸市を見せてください。計画は実行してこそ華です。皆さん

の努力を期待します。 
 
●２３. 掲示板（匿名） 
私達が小学生の頃は社会科の授業で街の店舗の無駄な電気を消すようにと言って歩い

た。言わされて歩いた。現在は学校で晴れた日に明るい校庭側でも点灯されている。生

徒が体育で教室に居ない時でも点灯されている。日直さんの仕事とし電気料金節約をし
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たら結構な金額に成ると思うが。やれる事からやって行こう。 
 
●２４. 掲示板（匿名） 
独身のＯＬです。市内に住み始めて１０年以上になります。私は国民としての義務を

納税者として十分果たしています。松戸市から個人的に何かを期待するよりも、普通に

生活しやすければ十分です。ただ、私の生活を今以上に犠牲にして、子供や老人などの

弱者のために投資することは疑問に感じます。子供には将来があり、老人には安らかに

という気持ちはありますが、最低限自分のことに責任を持つ必要があると思います。改

革には痛みがありますが、一番負担している普通に働いている人ばかりがこれ以上苦し

むのは可笑しいと思います。また、自分の会社でもリストラに近い現象は多々あり、公

務員にも必要だと感じます。もっと、職員を減らすべきです。 
 
●２５. 掲示板（匿名）：（24:返信） 
私の投稿のに「弱者」という表現がありましたので、それに絡めての発言かな、と思

いました。違うのでしたら、すみません。どのような公共投資でも、本当に必要なもの

と無駄なものを見極める必要がありますね。それは、いわゆる「社会的弱者」と呼ばれ

ている方だけでなく、個人個人が「どのような生き方がしたいのか」という意志を持ち

つつ生きて行こうとする姿勢を持つことですよね。それが、最低限自分のことに責任を

持つことにつながるのかな、と考えます。抽象的な書き方ですみません。余談ですが、

この間の県議選で「松戸を日本一の福祉の町に！」とおっしゃってる方がいましたね。

千葉県の与党の方ですが。お金をばら撒くことだけが福祉だと勘違いしていないことを

願います。 
 
●２６. 掲示板（匿名） 
どの事業を見直していくかということは、私たち市民の暮らしに直結しています。市

民不在で検討しないで下さい。公募市民による、行財政改革市民委員会を設置して、調

査･企画段階から市民参画で検討していくべきです。 
 
●２７. 掲示板（匿名） 
本気で川井市長さん改革するの？川井市長のマニフェスト歩いて市役所通勤でしたよ

ね？ぬるま湯に浸かって居いる地方公務員のみなさん。がんばってね。苦情を言う市民

は、まだましですよ。だんだんと松戸市は、通勤の通過駅になりますよ。ハッキリ言っ

て魅力が無いです。本気で改革して下さい。魅力ある街にして下さい。期待してます、

市長さん、助役さん職員のみなさん。 
 
●２８. 掲示板（匿名） 
松戸市行財政改革計画（案）を読ませていただきました。これだけの資料では抽象的

過ぎて素人市民には良くわかりませんでした。たまたまインターネットを読んでたまた

ま短い公開公募期間の間にここにたどり着く市民は何人居るでしょうか？もっと広く、

インターネットを見られない人にも意見を求められる機会を作っていけるようにする方
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法がないものかと悩んでしまいます。第 2次実施計画中、「魅力ある・・」の節にある事
業は、それぞれ本当に必要な事業でしょうか？予算総計の半分以上がこの事業につぎ込

まれています。ここを 1 割でも削減できれば、削らなくても良いもっと市民のためにな
ることができるのではないかと思います。この事業の内容をもっと詳しく知りたいと思

います。資料の開示をお願いします。 
 
●２９. 掲示板（匿名）：（28:返信） 
市民Ａさんのご意見を読んで、「第２次実施計画」なるものを探して読みました。あま

りにも概要すぎて具体像が見えていない、と感じました。概要レベルだと金額が「億」

単位なんですね。ということは誤差だって「億」単位になるのでしょうか。経済状況の

厳しい中、１００万円単位まで試算する必要を感じます。あまりにもアバウトな印象を

受けます。また、数字だけ並べられてもわかりにくいです。もっと市民に知ってもらう

には例えば松戸市の地図上に、「この施設にはいくら」「この道路にはいくら」「この整備

にはいくら」とグラフのように書き込んでみるなど視覚的にわかりやすい資料もあれば

便利ですよね。 明日でこの行財政改革の意見交換掲示板はおしまいですが、これらの意
見を松戸市がどう生かすのか、今後も市民の１人として注目したいと思います。 
 
●３０. 掲示板（匿名） 
行財政改革は財政側にとってはとても良いプランに見えても、側面では最悪の場合が

あります。具体的に実施する段階になって大きな反対を受けることが大いに予想されま

す。そのような事を無くす為には、今後進められようとしているパートナーシップをと

るにあたり、多くの住民の意見が反映できるようなシステムを作ることが大切です。イ

ンターネットを使ったこの掲示板もその一貫かもしれませんが、うまく機能していると

も思えません。また、教育関係についてメールを出したことがありますが、市から返事

をいただいてません。せっかく窓口を広げても、対応ができないのであればそれは意味

がありません。今後を期待しています。市民全員の意見をまとめることはできませんが、

最大限の努力は行うべきです。この財政難に立ち向かうには市民に痛みを求めるだけで

なく、信頼関係を確立することが大切です。事務局が良い計画をつくっても、それをう

まく説明できないで反対されるのは、得策ではありません。住民への説明もなにかと概

念やマスタープランに基づいた施策的な表現を極力なくし、分かりやすく理解し易い表

現がよいと思います。 
 
４ 意見への対応 
 「計画の詳細な説明」や「さらなる改善・改革」等を求める貴重なご意見ありがとう

ございました。今後とも継続的な改善・改革に向けて、行財政改革計画の一環である「中・

長期的な改革」の中で具体的な対応を図ってまいりたいと考えております。 
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５ 意見募集記事 
 
１）広報まつど（２００３年１１月２５日号）№１１８３（１・２面） 
「タイトル」 

危機回避に向けた“行財政改行財政改革（案）”を策定しました 

 

「リード文」 

 これまで本市は、効率的な運営を目指した様々な改革に取り組んできましたが、現下

の社会・経済状況や国・県の制度改正などにより財政状況は悪化しています。本年 4 月

にスタートした第 2 次実施計画期間（平成 15 年度から 19 年度）に 200 億円を超え

る財源不足に陥ることが判明しました。今後とも安定・継続的な行財政運営を進めてい

くためには、財源不足を解消し、構造的な転換を図っていかなければなりません。 

今号では、行財政改革専門家会議からの提言および市の行財政改革（案）を公表し、

市民の皆さんからご意見をいただき、最終的な内容にしていきたいと考えます。今を行

財政改革のターニング・ポイントとして位置付け、積極的に取り組んでいきますので、

皆さんのご理解とご協力をお願いします。 

 

「現状」 

 本市の財政状況は、歳入の半分以上を占めている市税収入が平成 9 年度をピークに減

少し、今後とも同様の傾向が続くことが予想されています。具体的には、平成 9 年度の

市税収入約705億円を100％とした場合、平成14年度には55億円減少し、650億

円で92％まで落ち込んでいます。また、国庫補助負担金の廃止・縮減、税源移譲、地方

交付税制度の見直しのいわゆる国の「三位一体の改革」や県の行財政改革への取り組み

により、本市を取り巻く環境はますます厳しさを増しています。 

 

「危機回避に向けた方策」 

 今後 4年間の財源不足を解消するために、まず、「短期的な改革」に取り組みます。併

せて同時並行で構造的な転換を図るために、「中・長期的な改革」に取り組みます。その

ために、「行財政改革専門家会議」を設置し、新たな行財政運営を目指すために本市の問

題・課題についての審議をいただきました。また、庁内に「行財政改革推進本部」を組

織し、行財政改革専門家会議の意見・提言を踏まえ、改革に向けての方策を検討してい

ます。 

 

「行財政改革専門家会議（提言の概要）」 

 本年 6月に設置し、以後6回にわたる審議をいただき、この状況を打破するために「行

政が自ら率先して転換するために必要なこと」についての提言をいただきました。その

概要をお知らせします。詳細は行政資料センター・ホームページ（アドレスはページ右

上を参照）で閲覧できます。 

 

松戸市の転換に向けて～市役所の自己変革～ 
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 （行財政改革専門家会議委員） 

委員長…古川俊一（筑波大学社会工学系教授）・副委員長…金子弘道（社・日本経済研究

センター研究委員）・委員…土屋晴行（公認会計士・不動産鑑定士・中小企業診断士）・

松崎慈恵（流通経済大学経済学部助教授）・水田健輔（財・社会経済生産性本部主任研究

員）・吉武博通（前新日本製鐵㈱光製鐵所総務部長・筑波大学企画調査室） 〔敬称略〕 

 

 1 提言の背景 

①新たな行政運営の潮流 

地方分権の推進に伴い、機関委任事務が廃止されるなど、国と地方の関係が「上下・主

従」から「対等・平等」なものになった。また、「三位一体の改革」が推進されると共に、

「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2003」の中で、「官から民へ」、「国から地

方へ」の考え方の下、地方の権限と責任を大幅に拡大し、国と地方の明確な役割分担に

基づいた自主・自立の地域社会からなる地方分権型の新しい行政システムを構築してい

く必要があるとしている。これらに対応すべく、各地方自治体においては、評価システ

ムやニュー・パブリック・マネジメント（注）などの手法の導入を図り、行政運営の転

換を模索している。 

（注）【ニュー・パブリック・マネジメント】…民間企業で活用されている経営理念や手

法を、可能な限り公的部門へ適用することにより、マネジメント（経営管理）の革新を

図ろうとする新しい公共経営の総称 

 

②地方自治体のおかれている状況 

これまでの地方自治体は、戦後の急激な経済成長により、本来行政以外でも対応可能な

領域まで守備範囲を拡大したため、住民の行政依存が高まってしまったことも否めない。

現在、税収が漸減している一方、少子・高齢化の影響により福祉など社会保障関連への

需要が増大している。これに対応するため、投資的経費を大幅に削減している状況にあ

る。また、事業の方針や効率性などに対する不満も根強いことから、透明性が高く、柔

軟で自立的な行政運営への転換を求められている。 

 

③松戸市政の努力 

松戸市は、より効率的・効果的な経営主体となるために、早くから経営改革に向けて積

極的な推進を図り、より住民にわかりやすい行政運営に向けて先駆的な取り組みを行っ

ている。また、市政全体としては、長期的にはまだ予断を許さない状況ではあるが、近

年各種の財政指数に改善の兆しが見えている。 

 

2 転換に向けた「3つの方策」 

今後求められる地方自治体は、柔軟で自立的な組織に転換を図り、さらに、住民へ行政

情報を積極的に開示・説明することにより透明性を高め、住民が関与しやすい環境を整

備していくことが必要である。その結果、住民の満足度や行政の信頼度も高まっていく

と思われる。そのためには、行政が自ら率先して転換する姿勢を示す必要がある。その

ための3つの方策を提言する。 
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①効率的な市役所への変革 

まず、行政活動を「効率的かつ効果的なもの」に転換すべきである。行政活動の原理・

原則に基づき、すべての事業を総点検し、今一度見直しを図り、継続的な改善・改革活

動を実施すべきである。 

 

②経営システムの確立と持続 

「効率的な市役所への変革」を支えるための「新しい経営システムを確立」すべきであ

る。分散している機能を全体の PDCA（注）で管理し、改善・改革を繰り返しながら、

最適なものを目指して継続的に取り組むことが重要である。 

（注）【PDCA】…Plan（立案・計画）、Do（実施）、Check（検証・評価）、Action（改

善・見直し）の頭文字を取ったもの（行政政策や企業の事業評価に当たって計画から見

直しまでを一環して行い、さらにそれを次の計画・事業に生かしていくサイクル） 

 

③住民が関与するまちづくり 

市役所内部の変革に合わせ、住民との新たな関係を構築する必要がある。そのためには、

従来にも増して情報を積極的に公開し、透明性を高めることにより、住民が関与するこ

とが可能な状況を整備し、その上で、新たな住民と行政のパートナーシップを構築して

いくべきである。 

 

3 実現にあたっての留意事項 

行政自らが積極的に自己改革に取り組むためには、強力なリーダーシップによるトップ

ダウンと、それを支える職員一人ひとりの意識改革がなければ実現することはできない。

また、自らが積極的に改革しようとする火種をより強固なものにするためには、継続的

に取り組む「運動」とし推進していくべきである。今後、新しいパートナーシップを構

築し、開かれた地方自治体として、新しい地方自治の確立に向けて改革を推進すべきで

ある。 

 

「３つの方策を含む戦略の模式図」：省略→松戸市行財政改革専門家会議「提言」参照 

 

「行財政改革（案）の基本的な考え方」 

今回の行財政改革（案）は、行財政改革専門家会議の意見・提言に基づき、社会・経済

状況も踏まえた中で、市役所が現場の視点で危機回避に向けた取り組みを実現するため

のものです。財源不足を解消するための「短期的な改革」と、構造的な転換を図るため

の「中・長期的な改革」の両面から検討しています。詳細は、行政資料センター・ホー

ムページ（アドレスは一面右上参照）で閲覧できます。 

 

「財源不足を解消するための「短期的な改革」（骨子）」 

 今後の財源不足（再推計後）は、平成 16 年度から 19 年度の四年間でも約二百二十

九億円と想定しています。この財源不足を解消しなければ、本市の経営基盤が危うくな

るため、次の三つの方策を実現します。 
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方策 考え方 削減目標額 

事業の再構築 事業の効率性・効果、実施時期などの再検

討 

約１１１億円 

総人件費の抑制 人件費を抑制するために、各種手当の見直

しや事業の合理化による職員の削減 

約 ４７億円 

財政調整機能の発揮 基金の活用や予算編成での全体調整 約 ７１億円 

 実施に当たっては、個々の事業を検討し、事業の見直しなどの改善・改革を行うとと

もに、総人件費の抑制に努めます。今後とも、行財政改革専門家会議の提言を踏まえ、

さらなる改善・改革を積極的・継続的に行います。 

 

（主な実施項目） 

○平和事業の見直し           ○広報まつど発行事業の見直し 

○情報セキュリティー事業の見直し    ○庁内情報システム事業の見直し 

○財務会計システム事業の見直し     ○契約システム事業の見直し 

○中央在宅介護支援センター事業の見直し ○老人保健施設整備事業の見直し 

○老人福祉施設整備事業の見直し     ○難病者援護事業の見直し 

○矢切地区斜面緑地保全事業の見直し   ○教育行財政運営の効率化 

○公共施設使用料の減免の見直し     ○市税・使用料等の徴収の強化 

○八柱駅南口駅前広場歩行者快適化事業の見直し 

○市街地再開発推進事業の見直し     ○街区公園整備事業の見直し 

○都市計画道路（新設・拡幅）事業の見直し 

○道路維持管理事業（改修・舗装）の見直し 

○河川清流推進事業の見直し       ○治水整備事業の見直し 

○学校大規模耐震事業の見直し      ○市民センター（浴室）事業の見直し 

○未利用財産の売却（十一カ所）     ○公共施設跡地の売却（四カ所） 

○現場事務所など（移転）の売却（四カ所） 

○職員住宅（廃止）の売却        ○雨水幹線残地の売却（六カ所） 

○職員の各種手当の見直し        ○職員の削減 

 

「構造的な転換を図るための「中・長期的な改革」（骨子）」 

 「短期的な改革」では、現行制度の中で当面予測される財源不足の解消を主眼として

いますが、今後予測される市税収入の減少や三位一体の改革などによる財源の減少に対

応するには、早急に構造的な転換を図る必要があります。行財政改革専門家会議の提言

にある「今後取り組むべきもの」については、実現に向けて今後四年間で積極的に取り

組みます。社会・経済状況の変化に柔軟に対応できる新たな行財政基盤の確立を図るた

めの改革を実現します。 

 

「今後取り組むべきもの」：図表省略→松戸市行財政改革専門家会議「提言」参照 

（注 1）【ベンチマーク】…比較検討するための指標 

（注 2）【アウトソーシング】…事業や業務の一部を外部機関に任せる委託・外注を行う
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こと 

（注 3）【パブリック・コメント】…施策立案過程において、検討段階の案を公表して広

く意見を求めたうえで、それらの意見を参考に意思決定を行っていく制度 

（注 4）【パブリック・インボルブメント】…施策立案過程の当初の段階で、広く意見を

募る時間を確保し、寄せられた意見の調査・分析を踏まえて、施策案の検討を進める制

度 

 

「実現するための推進体制」 

 「短期的な改革」中の実施項目の進ちょく管理・評価、さらなる改革に向けての検討

ならびに「中・長期的な改革」の検討項目を実現するために、庁内に「行財政改革推進

会議」を設置し、強力に推進します。 

 

「市民の皆さんからのご意見を募集します」 

 今回の行財政改革（案）に対するご意見・お気づきの点がありましたら 12 月 10 日

（水）までに、郵便、ホームページのフォームまたは e－mail でお送りください。形式

は自由です。お送りいただいた内容は、検討資料とさせていただきますが、個々にはお

答えいたしません。なお、氏名は伏せますが、内容については公表する場合があります

ので、あらかじめご了承ください。 

〒271－8588 松戸市役所財務本部企画管理室 

e-mail：mczaikikaku@city.matsudo.chiba.jp 

問合せ先：財務本部企画管理室 ℡０４７－366－7315 

 
２）ホームページ・行政資料センター 
 詳細内容として、計画（案）・提言などを閲覧できるようにしました。 
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Ⅷ 策定経過  
庁内 外部機関 

①行財政改革推進本部（以下「本部」） 
②行財政改革委員会（以下「委員会」） 

③行財政改革

専門家会議 
年月 

日 会議等 日 会議等 
平成１４年 
  １２月 

24 第２次実施計画策定時（平成１５年度～１９年度の５
年間）に約２１６億の一般財源不足を公表 

  

平成１５年 
   １月 

22 行財政改革推進本部（以下「本部」）・行財政改革委員
会（以下「委員会」）を設置 

  

13 委員会（第１回）    ２月 
21 委員会（第２回） 

  

   ３月 19 委員会（第３回）   
26 委員会（第４回）    ５月 
28 本部（第１回） 

  

04 委員会（打合せ）（＊/05・/09・/10） 
24 委員会（第５回） 

   ６月 

26 本部（第２回） 

13 第１回 

危機回避に向けた改革断行“七夕宣言”（市長） 07 
本部（第３回）・委員会（第７回）合同 

11 委員会（第８回） 

   ７月 

16 委員会（第９回） 

15 第２回 

08 委員会（第１０回） 
17 委員会（第１１回） 
20 本部（第４回）・委員会（第１２回）合同 

04 第３回 

21 

   ８月 

22 
本部・委員会（合同ヒアリング） 22 第４回 

25 本部（第５回）・委員会（第１３回）合同    ９月 
29 改革に向けた具体的検討の指示（市長） 

26 第５回 

  １０月   27 第６回 
07 委員会（第１４回） 
13 委員会（第１５回） 
14 本部（第６回） 
21 委員会（臨時） 

  １１月 

25 行財政改革計画（案）公表・意見募集（広報・ＨＰ） 

10 提言 

10 意見募集〆切（３０件） 
17 委員会（第１６回） 
本部（第７回） 

  １２月 

18 
経営会議で決定 
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Ⅸ その他  
 

１ 松戸市行財政改革推進本部設置要綱 

（設置） 

第１条  平成 11 年度から進めている「松戸市財政改革計画」の重点期間が平成 14

年度をもって終了することに伴い、行財政改革の一層の推進と松戸市第 2 次実施計画の

進捗を支援するため、松戸市行財政改革推進本部（以下「推進本部」という。）を設置す

る。 

 （所掌事務） 

第２条  推進本部は、松戸市行財政改革計画の立案その他必要な事項を所掌する。 

 （組織） 

第３条  推進本部は､本部長､副本部長及び本部員をもって構成する。 

２  本部長は助役を、副本部長は、総務企画本部長及び財務本部長をもって充てる。 

３  本部員は､収入役、教育長、市民環境本部長、健康福祉本部長及び都市整備本部長

とする。 

４  本部長は、必要と認めるときは、前項の規定にかかわらず、同項に規定する構成

員以外の職員を指名することができる。 

 （本部長及び副本部長） 

第４条  本部長は､推進本部の事務を総括し､推進本部を代表する。 

２  副本部長は、本部長を補佐する。 

３  本部長に事故があるときは､前もって指名された副本部長がその職務を代理する。 

 （会議） 

第５条  推進本部の会議は､本部長が必要に応じて招集し、本部長が議長となる。 

２  本部長は､必要があると認めるときは､会議に関係職員の出席を求めることができ

る。 

 （委員会等） 

第６条  推進本部は､行財政改革計画の立案に当たり、松戸市行財政改革委員会（以下

「委員会」という。）を設置する。 

２  委員会の組織及び運営については別に定める。 

 （各本部の協力） 

第７条  推進本部及び委員会は､事務の執行に必要と認める資料の提出その他の協力

を各部局の長に求めることができる。 

 （庶務） 

第８条  推進本部の庶務は､財務本部企画管理室において処理する。 

 （補則） 

第９条  この要綱に定めるもののほか、推進本部の運営に関し必要な事項は､本部長が

定める。 

 

   附  則 

この要綱は、平成15年 1月 22日から施行する。 
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２ 松戸市行財政改革委員会に関する要領 

（趣旨） 

第 1条  この要領は、松戸市行財政改革推進本部設置要綱第6条第2項の規定に基づ

き、松戸市行財政改革委員会（以下「委員会」という。）の組織及び運営に関し、必要な

事項を定めるものとする。 

 （任務） 

第 2条  委員会は、行財政改革計画案を策定し､松戸市行財政改革推進本部に提出する。 

 （組織及び役割） 

第 3条  委員会は､委員長､副委員長及び委員をもって構成する。 

２  委員長は財務本部企画管理室長、副委員長は総務企画本部企画管理室長、政策調

整課長、人事課長及び財政課長をもって充てる。 

３  委員は､松戸市経営会議規程第 6 条第 2 項に規定する構成員（前項に規定する者

を除く。）をもって充てる。 

４  委員会に参与委員を置き、次の各号に掲げる者をもって充てる。 

（1） 総務企画本部長 

（2） 財務本部長 

５  参与委員は、適宜委員会に出席し､行財政改革計画案について意見を述べ､又は指

示を行うことができる。 

第 4 条  委員長は､行財政改革計画の策定に当たり必要と認めるときは､ワーキンググ

ループを設置することができる。 

２  ワーキンググループの班員は、所内公募により選ばれた職員とする。 

３  委員長は、必要と認めるときは、前項の規定にかかわらず、同項に規定する職員

以外の職員を指名することができる。 

 （会議） 

第 5条  委員会の会議は､委員長が必要に応じて招集する。 

 （庶務） 

第 6条  委員会の庶務は、財務本部企画管理室において処理する。 

 （補則） 

第 7条  この要領に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は､委員長が定

める。 

 

   附  則 

この要領は、平成15年 1月 22日から施行する。 
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３ 松戸市行財政改革専門家会議設置要綱 

（設置） 

第１条 総合計画の着実なる進捗を支援するとともに、社会経済環境の変化に柔軟に対

応できる新たな行財政運営への転換を図るため、松戸市行財政改革専門家会議（以下「専

門家会議」という。）を設置する。 

（所掌） 

第２条 専門家会議は、前条の設置目的を達成するため、本市の行財政運営の問題・課

題等について審議し、その結果を市長に提言するものとする。 

（組織） 

第３条 専門家会議は、委員７人以内で組織する。 

（委員） 

第４条 委員は、行財政について識見を有する専門家のうちから市長が委嘱する。 

２ 委員の任期は、平成１６年３月３１日までとする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 専門家会議に、委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、専門家会議を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 専門家会議は、必要に応じ委員長が招集し、委員長が議長となる。 

２ 委員長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、意見及

び説明を聴くことができる。 

（事務局） 

第 7条 専門家会議の事務は、財務本部企画管理室において処理するものとする。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成１５年５月１日から施行する。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

松戸市役所 財務本部企画管理室 

〒271－8588 松戸市役所 

http://www.city.matsudo.chiba.jp/ 

e-mail：mczaikikaku@city.matsudo.chiba.jp

℡０４７－３６６－７３１５（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ） 


